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新潟県内のブナ二次林における林分材積表の作成

田中樹己1

要旨：新潟県内のブナ二次林の資源量や成長量を把握するために，新潟県内のブナ二次林における毎木調査
データと東北地方ブナ林分密度管理図を用いて，新潟県内のブナ二次林を対象とした林分材積表を作成した。
適用範囲は20年生から105年生までであり，推定された樹高は中位（地位級Ⅱ）の40年生で16.3 m，80年生で
23.3 mであった。推定されたha当たり材積は中位（地位級Ⅱ）の40年生で255.07 m3，80年生で366.60 m3であり，
現行のざつ林分材積表（地位級Ⅱ）の2倍程度，新潟県のスギ地位級Ⅲの半分程度であった。同様の方法で作
成された秋田地方のブナを主とする広葉樹林の材積表と比較すると，全体的に材積が大きかった一方で，高齢
級側での材積成長量は小さい傾向がみられた。
キーワード：広葉樹，収穫予測，林分密度管理図，地位指数曲線

生可能エネルギーの利用によるCO2等の排出量削減量，
適切な森林管理によるCO2の吸収量を「クレジット」と
して国が認証している（J-クレジット制度事務局 2025）。
中でも，森林を対象とした活動は「森林管理プロジェク
ト」といい（林野庁 2025），その効果的な活用により，
林業経営基盤の強化等が期待されている（林野庁 
2023）。また，同様の制度として，クレジットを新潟県が
認証する「新潟県版J-クレジット制度」もあり，発行さ
れたクレジットは国の制度と同列に取り扱われる（新潟
県環境局環境政策課 2024）。これらの制度には，新潟県
内のブナ二次林を対象としたものもすでに登録されてい
るが，その事例はまだ少ないため，さらなる普及により
林業経営基盤の強化や森林整備意欲の増進が期待でき
ると考えられる。
　これら森林管理プロジェクトにおけるCO2吸収量の算
出には，ha当たりの年間幹材積成長量が必要となるが，
林分材積表に記載された材積は，その根拠として活用
できる（林野庁 2023）。そのため，新潟県内のブナ二次
林におけるJ-クレジット制度の推進にあたっては，より現
実に即した吸収量算出のためにも，新潟県内のブナ二次
林を対象とした材積表があることが望ましい。
　これらの理由から，ブナ二次林に対応した林分材積表
の作成により，ブナ二次林の資源量の把握，およびJ-ク
レジット制度活用時のCO2吸収量の把握が可能となるこ
とが考えられる。そこで本報告では，新潟県内のブナ二

Ⅰ．は じ め に
　ブナ（Fagus crenata）は新潟県の主要な広葉樹であり，
県内には人為的な攪乱を受けたことがないと考えられる
原生林（前田 1991），薪炭林施業等の人為攪乱後に天然
更新した二次林（紙谷 1986；箕口 1991；塚原 1999），
そして人工林（阿部 1964）まで，様々な由来のブナ林
が広く分布している。その中でも二次林は古くから人の
手により利用され，現在でも一部地域では利用間伐等に
よる積極的な利用がなされている（紙谷 2025）。こうし
たブナ二次林において資源を計画的に利用するために
は，資源量の把握および収穫予測が重要である。そのた
めの手段のひとつとして，林分材積表（林分収穫表）の
利用がある。林分材積表とは，ある樹種に対して，施業
上同一の取り扱いを受けた同齢単純林より生産される1 
ha当たりの本数，材積，成長量などの諸要素の標準的な
値を，一定年齢（本県では5年）ごとに表示した図表で
ある（山田・村松 1963）。
　林分材積表は新潟県でも作成され，利用されている（新
潟県農林水産部治山課 2010）。しかし，キリ（Paulownia 
tomentosa）を除く広葉樹については対応する表が「ざ
つ林分材積表」のみであるため，ブナ二次林の材積を
推定する場合，精度に課題があると考えられる。
　また，2013年より実施されているカーボンクレジット
制度「J-クレジット制度」では，省エネ設備の導入や再
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Mitscherlich式（3），およびこれらを統合したRichards
式（4）を用いた。式（1）から（4）にデータを当てはめ，
決定係数R2が最大となった式を，最も当てはまりの良い
樹高成長曲線とし，地位指数曲線のガイドカーブとした。

　ここで，tは林齢，Htは林齢 t における上層木平均樹高，
a,b,cは推定するパラメータ，expは指数関数をそれぞれ
示す。式（4）のRichards式は，林齢0で原点0を通り，
その他の式は限定しない。パラメータの推定には，それ
ぞれの式について残差平方和（RSS）（5）が最小となっ
た場合に収束したとみなすよう繰り返し計算を行った。
計算には，統計パッケージR4.5.0（R Core team 2025）
の関数optim（アルゴリズム：Nelder-Mead法）を用いた。

　ここで，hiは，i番目の林分の実測された上層木平均樹
高，f（ti）は林齢t により予測された上層木平均樹高，n
はサンプルサイズをそれぞれ示す。
　地位指数曲線の作成は，山田・村松（1963）の方法
によった。すなわち，ガイドカーブを中心として地位の
上界・下界線を平均偏差率（δ’）を使った式（6）によ
り求め，その範囲を地位級の数で等分（本報告では地位
級の数を3としたため3等分）し，各区分の中心線をそれ
ぞれ地位級ごとの地位指数曲線とした。なお，平均偏差
率（δ’）は，以下の式（7）により求めた。また，平均
偏差率の倍数mは，上界・下界内にデータの95%程度が
入るよう設定した（本報告では2.5とした）。

ここで， ŷ は各データの値，yはそれに対応するガイド
カーブ上の値，n はサンプルサイズを示す。

3. 本数減少曲線の作成
　表-1のデータから，上記で求めた上層樹高と，ha当た
り立木本数との関係をべき乗式（8）により求めた。

　ここで，N’はha当たり本数，Hは上層木平均樹高，a, 
b は推定するパラメータをそれぞれ示す。
　パラメータの推定には，それぞれの式の残差平方和
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次林の資源量把握を目的として，ブナ二次林に対応した
林分材積表を作成した。

Ⅱ．方 法
1. 使用したデータ

　使用したデータの概要は表-1のとおりである。調査対
象は新潟県内のブナ二次林とし，現地調査および文献調
査を実施した。現地調査では25林分，文献調査では51
林分，計76林分の毎木調査データを収集した。
　現地調査は，各林分内に0.06 ha ～ 1 haのプロットを
設置し，生育する樹木の樹高および胸高直径を測定した。
現地調査を実施した林分のうち3林分（番号53, 66, 70）
では，ブナ3個体以上の地際から円板を採取し，その平
均値として林齢を推定した。その他の調査林分における
林齢は，新潟県農林水産部治山課作成の森林簿によっ
た。文献調査では，書籍「新潟県内のブナ二次林にお
ける施業指針」（新潟県林業改良協会 1991）に記載され
たブナ二次林の毎木調査データを用いた。このデータは，
調査を担当した箕口秀夫新潟大学名誉教授（当時，新
潟県林業試験場に在籍）によると，新潟県の事業として
新潟県林業試験場が実施した調査によるものである。書
籍には58林分のデータが掲載されていたが，林齢データ
が欠落していた1林分，ブナの本数率が10％以下の2林分，
スギ主体の2林分，その他，データに不自然な点が見受
けられた2林分を除く，計51林分のデータを用いた。
　使用したデータの範囲は，林齢20 ～ 105年生，上層木
平均樹高7.4 ～ 31.2 m，立木密度120 ～ 11,100本/ha，ブ
ナの本数率12.0 ～ 100.0％であった。なお，本報告にお
ける「ブナ二次林」は，上層木（ha当たり樹高上位250本）
にブナを含む広葉樹二次林とし，ブナの本数率が100％
でない林分も含めた。よって，比較的若齢の林分を中心
に，ブナの本数率が50％以下の林分が含まれる（表-1）。
また，現地調査林分には同一林分における反復調査デー
タも含まれる（表-1）が，後述する曲線式の調整にあたっ
ては個別のデータとして扱った。

2. 地位指数曲線の作成
　上記のデータにおいて，滝谷（2014）にならい，各林
分の立木のうち，ha当たり上位250本の平均樹高として
上層木平均樹高を算出した（表-1）。これをもとに，林齢

（年）から上層木平均樹高（m）を予測する式を作成した。
林齢と上層木平均樹高との関係算出には，山本ら（1982）
が示した成長関数のGonpertz式（1），Logistic式（2），
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表-1. 林分材積表の作成に使用したデータの概要
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れぞれの表に記載した。連年成長量は，後期の幹材積
と前期の幹材積との差を期間年数（5年）で除した値，
平均成長量はその齢階における幹材積を齢階の年数で
除した値である。さらに，成長率をPressler式（10）に
より求め，記載した。

　ここで，Pvは成長率，Vaは現在の幹材積，Va-nはn
年前の幹材積を示す。

Ⅲ．結果と考察
1. 地位指数曲線の作成

　各成長曲線におけるパラメータ推定結果と決定係数は
表-2のとおりである。Logistic式で最も決定係数が大き
かった（R2=0.5337556）ことから，Logistic式を地位指

6 
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5新潟県内のブナ二次林における林分材積表の作成（田中）

ナを中心とした広葉樹林を対象に地位指数曲線が作成
されている（日本林業技術協会 1990）。その値と比較す
ると，今回推定された樹高は地位Ⅱで秋田地方の地位Ⅰ
と同程度であり，全体的に高い傾向がみられた（図-2）。
また，高齢級側での樹高成長が緩やかな傾向がみられた

（図-2）。
2. 本数減少曲線の作成

　作成した本数数減少曲線（図-3）は以下の（14）式の
とおりである。

　ここで，N’ はha当たり本数，H は上層木平均樹高を
示す。
　上記の曲線式では，樹高低位側の立木密度が9,000本
/ha程度と，高い値が推定された。ただ，その値も東北
地方ブナ林分密度管理図（林業試験場 1985）上での収
量比数は0.9程度であり，最多密度に達しなかったこと，
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～17.7 m (箕口 1991)，63年生前後で 19.7～23.2 m (塚原 1999) であったことが報告されて1 
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3. 林分材積表の作成 16 
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図-2 .  作成した地位指数曲線と日本林業技術協会
（1990）による秋田地方のブナを中心とした広葉樹
林を対象とした地位指数曲線の比較
それぞれ上から地位級Ⅰ，Ⅱ，Ⅲを示す。
上層木は，各プロットのha当たり樹高上位250本とした。

表-2. 各成長曲線におけるパラメータ推定結果と決定係数

図-1. 作成した地位指数曲線
〇は各林分のデータを示す。
点線で結ばれているデータは，反復調査データを示す。
上層木は，各プロットのha当たり樹高上位250本とした。
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500 ～ 700 m3/ha程度の材積が推定される林分が報告さ
れている（石田 2003）ことから，現実的な範囲であると
考えられる。
　材積の成長量については，富山県のブナ天然林にお
いて，期首の林分材積の大小にかかわらず1年間に平均
3.3 m3/ha程度の成長がみられたことが報告されている

（石田 2003）。本報告の地位級Ⅱにおいて，105年生まで
の平均成長量は3.67 m3/haであり，同程度であったと考
えられる。一方，連年成長量は林齢が上昇するにつれて
減少傾向にあり，地位級Ⅱでは80年生時で1.36 m3/ha，
90年生時で0.88 m3/haであった。秋田地方を対象とした
材積表（日本林業技術協会 1990）では，80年生時で1.93 
m3/ha，100年生時で1.59 m3/haであり，本報告の結果は
それを下回った。本報告の結果が秋田地方の材積表（日
本林業技術協会 1990）に比べ，樹高成長が高齢級側で
小さかったこと（図-2）によるものと考えられる。

Ⅳ．お わ り に
　本報告では，密度管理図を用いて，新潟県内のブナ
二次林を対象とした林分材積表を作成した。これにより，
これまでの「ざつ林分材積表」を用いるよりも現実に即
した資源量の把握が可能になると考えられる。一方で，
本報告では，曲線式の調整に用いるデータを新潟県内の
ブナ二次林における毎木調査データに限ったことから，
データ数が76点と少なく，「林分密度管理図による収穫予
想表作成の手順書」に記載された基準（齢級あたり10点，
林野庁 2024）は満たせなかった。今後は，追加の調査
等によりデータを追加して曲線を再調整することで，さ
らなる精度の向上が可能であると考えられる。

Ⅴ．謝 辞
　現地調査の実施にあたり，森林所有者の皆様からは
調査地の提供を快諾いただいた。また，秋田県林業研
究研修センターの丹羽奎太氏，福沢朋子氏には，文献
の提供において多大なるご協力をいただいた。新潟大学
の箕口秀夫名誉教授には，文献データに関する調査の経
緯について，貴重な情報をご提供いただいた。新潟大学
農学部の村上拓彦教授には，論文の構成に関して貴重
なご助言をいただいた。ここに記して厚く御礼申し上げ
る。

新潟県内のブナ二次林において，立木密度が9,282本/
ha，ブナの本数率71.4％，平均樹高6.9 mである条件の
近い林分の存在が報告されている（箕口・中沢 1987）
ことなどから，現実的な範囲であると考えられる。

3. 林分材積表の作成
　作成した林分材積表は付表-1 ～付表-3のとおりであ
る。使用したデータ（表-1）の範囲から，適用範囲は20
年生から105年生までとした。また，計算された材積と
林齢の関係を図-4に示す。全体として現行のざつ林分材
積表（新潟県農林水産部治山課 1990）を大きく上回った。
40年生時点で推定された材積は地位級Ⅱで255.07 m3/ha
と，現行のざつ林分材積表（新潟県農林水産部治山課 
1990）の地位Ⅱ（112 m3/ha）より大きかった。地位級
Ⅰでは40年生時で323.01 m3/ha，80年生時で433.31 m3/
haと，現行の材積表を大きく上回ったが，富山県では

図-3. 作成した本数減少曲線
〇は各林分のデータを示す。

図-4. 作成したブナ二次林林分材積表と既存の材積表
（ざつ林分材積表）による材積の比較
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付表-1. ブナ二次林林分材積表（地位級Ⅰ）

付表-2. ブナ二次林林分材積表（地位級Ⅱ）
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付表-3. ブナ二次林林分材積表（地位級Ⅲ）
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複数の雄性不稔アレルを保有する無花粉スギF1個体の検定交配による
選抜（Ⅰ）

伊藤由紀子１・平山聡子2・岩井淳治3

要旨：当所で保有している，無花粉スギと新潟県育種素材を交配して作出したF1個体から，2つの遺伝子座に
おいて雄性不稔アレルをヘテロ接合体として保有する個体（ダブルヘテロ個体）を選抜することを目的に，検
定交配および不可稔判定調査を行った。調査の結果，S3-88（2），S3-49（3），S1-29（1），T-49（1），T-49（2）
の5個体がダブルヘテロ個体と判定された。また，S5-82（1），S3-114（2），S3-88（1），T-117（2），T-88（1）
の5個体は調査を行った実生苗が少数であったため，継続調査が必要と判断された。MS2遺伝子座を調査対象
としたT-126（1）とT-126（2）の後代では，判定不明個体の割合が高く，本遺伝子座における雄性不稔個体の
判別の難しさが再確認された。
キーワード：スギ，雄性不稔アレル，ダブルヘテロ，検定交配，不可稔判定

伝子標記委員会 2016）。本報告では以後，個体名に付
すアルファベット表記は，雄性不稔遺伝子の遺伝子記号
に基づく遺伝子型を示すものとする。
　無花粉スギ品種の開発では，人工林や精英樹等の育
種素材から選抜された無花粉スギや雄性不稔アレルを
ヘテロ接合体で保有する個体などを第一世代にして品
種改良が行われる。
　新潟県では，従来から無花粉スギの品種開発を進め
ており，富山不稔1号（aa）や新大不稔1号（bb）を母
樹として作出したさし木100クローン品種（樋口ら 2009）
や，富山不稔1号（aa）と新大不稔3号（aa）を母樹とし
て作出したさし木40クローン品種（岩井 2024）などの
開発を行ってきた。さらに，無花粉スギの品種開発だけ
ではなく，新潟県が保有する育種素材の中から雄性不稔
アレルを持つ個体の選抜にも取り組んでいる。平山ら

（2021）はMS2 ～ MS4座において雄性不稔アレルをヘテ
ロ接合体で保有する個体（以下，ヘテロ個体）を検定
交配により選抜し，Moriguchi et al.（2020）はMS1座に
おけるヘテロ個体のDNAマーカー選抜を行った。
　平山ら（2021）は，これらヘテロ個体を利用した無花
粉スギの種子生産などを提案している。無花粉スギの種
子を生産するには，雄性不稔アレルをホモ接合体で保有
する個体（以下，ホモ個体）の無花粉スギを母樹に，母
樹と同じ雄性不稔遺伝子座のヘテロ個体を花粉親にし
て人工交配を行う必要があり，理論上は無花粉スギ出現

Ⅰ．は じ め に
　スギ花粉症は長年にわたり国民的な社会問題となって
いる。政府は，スギ花粉症の林業面からの対策として，
令和5年10月に花粉症対策初期集中対応パッケージを取
りまとめた（林野庁2025）。パッケージに挙げられている
対策として，スギ人工林の伐採・植替え等を加速化し，
無花粉品種などの花粉の少ない苗木の生産拡大が求め
られている。
　無花粉スギの雄性不稔形質は，単一の遺伝子（雄性
不稔遺伝子）によって支配され，変異型対立遺伝子（雄
性不稔アレル）がホモ接合となった場合に発現する潜性
形質であることが明らかになっている（Taira et al. 
1999）。現在までに5種類の雄性不稔遺伝子が発見され
て おり（Taira et al. 1999； 吉 井・ 平 2007； 宮 嶋ら 
2010；斎藤 2010；平山ら 2021；Tsurisaki et al. 2023），
発見された順にMS1からMS5と命名されている。各遺伝
子座における雄性不稔アレルはそれぞれms1からms5と
表記される。なお，従来の表記では，これらの遺伝子座
を発見順にAからEのアルファベットで表し，各遺伝子
型を対応する大文字（顕性アレル）および小文字（潜性
アレル）の組合せ（例：AA・Aa・aa）で表記してきた。
したがって，MS1遺伝子座に起因する無花粉スギの遺伝
子型はms1/ms1（aa），MS2遺伝子座に起因する無花粉
スギの遺伝子型はms2/ms2（bb）と表記する（林木遺
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テロ接合体で保有する（Kobayashi et al. 2026）。このよ
うに，2つの遺伝子座において雄性不稔アレルをそれぞ
れホモ接合とヘテロ接合体で保有する原種個体を，本
稿では「原種ホモヘテロ個体」と称する。このような原
種ホモヘテロ個体のF1では，ホモ接合体の遺伝子座の
雄性不稔アレルは必ず後代に受け継がれるが，ヘテロ接
合体の遺伝子座の雄性不稔アレルが後代に受け継がれ
る確率は50%である。原種ホモヘテロ個体のヘテロ接合
座（新大不稔3号ではMS5座，福島不稔3号ではMS1座）
における分離に関しても，本来は検定交配による調査が
必要であるが，本研究では実施しなかった。
　また、新大不稔3号（aaEe）と東蒲原7号（Ee）は，
どちらもMS5遺伝子座において雄性不稔アレルをヘテロ
接合体で保有している。そのため，これらを両親とする
S3-114（1）とS3-114（2）については，MS5遺伝子座が
ホモ個体（Aaee）となる可能性もあったが，事前に花
粉飛散を確認していることから，その可能性は除外した

（表-1：No.30,31）。

確率が50%になる（Taira et al. 1999）。さらに，Morigu
chi et al.（2017）が提案しているように，異なる2種類の
雄性不稔遺伝子座において，それぞれ雄性不稔アレル
をホモ接合体で保有する個体（以下，ダブルホモ個体）
を母樹に，母樹と同じ2つの雄性不稔遺伝子座において
ヘテロ接合体となる個体（以下，ダブルヘテロ個体）を
花粉親にして人工交配を行うと理論上，無花粉スギ出現
確率を75%まで増やすことができるため，より効率的な
無花粉スギの種子生産および実生苗の普及が可能とな
る。
　当所では，無花粉スギ原種（新大不稔系，富山不稔系，
福島不稔系）や新潟県の育種素材である精英樹，スギ
カミキリ抵抗性品種，雪害抵抗性品種，佐渡天然品種を
保有している。さらに無花粉スギ原種を母樹に，新潟県
の育種素材を花粉親にして人工交配を行い作出した複
数の次世代個体を所内の苗畑に定植し，無花粉スギF1

個体として管理している。本研究では，当所で保有する
無花粉スギF1個体の検定交配および不可稔判定調査を
行い，ダブルヘテロ個体を選抜した結果を報告する。

Ⅱ．材料と方法
1. ダブルヘテロ候補個体と研究対象遺伝子座

　当所が保有する育種素材の中で五泉市1号（Bb），東
蒲原7号（Ee），カミキリ15号（Cc），カミキリ58号（Dd），
佐渡天然102号（Cc），佐渡天然119号（Cc）の6個体が
ヘテロ個体であると判明したため（平山ら 2021），これ
らを花粉親にして作出した無花粉スギF1個体がダブルヘ
テロ個体の可能性がある。本研究の調査対象（ダブル
ヘテロ候補個体）となるのは表-1に示した34個体（新大
不稔1号F1から5個体，新大不稔3号F1から11個体，新大
不稔5号F1から3個体，富山不稔1号F1から12個体，福島
不稔3号F1から3個体）である。無花粉スギF1個体の中に
は，同じ両親から作出されたきょうだい個体が存在する
ため，これらを区別するために個体名の末尾に（1），（2），

（3）などを付して区別をした。
　34個体のダブルヘテロ候補個体（無花粉スギF1個体）
の母樹のうち，新大不稔3号（aaEe）はMS1遺伝子座に
起因する無花粉スギであるが（斎藤 2010），MS5遺伝子
座において雄性不稔アレルをヘテロ接合体で保有する

（平山ら 2021；Tsurisaki et al. 2023）。さらに，福島不
稔3号（Aabb）は，MS2遺伝子座に起因する無花粉ス
ギであるが，MS1遺伝子座において雄性不稔アレルをヘ

表-1. 調査対象の無花粉スギF1個体

注1：�新潟県では，長らくカミキリ抵抗性個体を「候補カミ
キリ新潟X号（候カ新潟X号）」と表記していたが，
近年は「カミキリX号」に統一された。

注2：�本研究で対象とした遺伝子座について，検定交配によ
り分離が想定されるF1個体の遺伝子型パターンをス
ラッシュで区切って示した。下線部はダブルヘテロ個
体であった場合に想定される遺伝子型である。
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2. 検定交配の組み合わせ
　ダブルヘテロ候補個体を対象とした検定交配組み合
わせを表-2にまとめた。検定交配で作出した後代実生苗
の雄花が有花粉（可稔）か無花粉（不稔）かを判定す
る調査（以下，不可稔判定調査）により不可稔の判別が
できた実生苗は合計1,596本であった。使用する母樹と
花粉親の組み合わせにより，期待される不稔個体の出現
確率は50%あるいは25%となっている。検定交配の模式
図を図-1に示した。この図は，S1-16（1）（表-2：No.13）
の雄性不稔遺伝子座における遺伝子型の判定方法を示
したものである。S1-16（1）は遺伝子型がBbDDまたは
BbDdであるため，MS4遺伝子座がホモ接合体である新
大不稔8号（dd）との人工交配で得られた実生苗の不可
稔判定を行い，不稔個体と可稔個体の分離比に基づい
てS1-16（1）がダブルヘテロ個体であるか否かを判定し
た。

表-2. 検定交配の組合せおよび実施年月，播種年月ならびに不可稔判定年次

注1：�下線部は調査対象とした無花粉スギF1個体を示す。なお，交配相手となる個体の
遺伝子型は括弧内に示した。

注2：発芽率が低い等の理由から，複数回の播種を行った組み合わせが存在する。
注3：丸印の年に不可稔判定を実施した。

図-1. 検定交配の模式図
（例：S1-16（1）が調査対象個体，MS4座が調査対象遺
伝子座の場合）
注1: �調査対象のF1個体が母樹になる交配組み合わせも存

在する。
注2: �調査対象の遺伝子座におけるヘテロ接合体同士の交

配では，可稔：不稔の期待分離比は75:25となる。

　また，各組み合わせの検定交配，作出した種子の播種，
不可稔判定調査の時期を表-2に示した。検定交配実施の
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の1個体の計5個体である（表-3：No.8,12,16,23,24）。その
他にも，期待分離比から有意な隔たりがなかった個体や
不稔が検出された個体はあったが，調査苗数が少ない，
不明率が高いなどの理由からこれらをダブルヘテロ個体
と確定するには至らなかった。

2. 継続調査が必要な個体
（1）ダブルヘテロである可能性を排除できない個体
　T-117（2）とT-88（1）は，期待分離比にそれぞれ適
合したが，判定できた実生苗（表-3の判定数）が10個体
以下と少なかった。不稔個体を検出できたがそれぞれ1
個体と2個体のみであったため，調査苗数を増やすか，
今回不稔と判定された個体を定植して観察を継続する
必要がある（表-3：No.27,29）。
　S3-88（1）は，2017年の交配で作出した実生苗の判定
結果（可稔：不稔=4:4）と2023年の交配で作出した実生
苗の判定結果（可稔：不稔=23:3）が異なった（表-3：
No.7）。しかしながら，後者は不可稔判定が1回しかでき
ていないことから不明率が19%と高い。仮に不明個体と
雄花なし個体がすべて不稔であれば，可稔：不稔=23:14

（p＝0.09）となり，期待分離比からの有意な隔たりはな
いと判断される。3個体ではあるが不稔個体が検出され
ていることも踏まえると，この個体もダブルヘテロ個体
である可能性を排除できないと考えられる。
　S5-82（1）とS3-114（2）は，不稔が1個体も検出され
なかったが，可稔：不稔の期待分離比＝75：25と不稔の
発現割合が少なく，判定できた実生苗がそれぞれ9個体，
12個体と少数であったため，本調査結果だけでは，ダブ
ルヘテロ個体ではないと断定できないと考えられる（表
-3：No.1,31）。
（2）検定回数が少ない個体
　F3-46（1），F3-46（3）の2個体は，S3-88（1）と同様に，
1回しか不可稔判定ができていないため，不明率が高い
値となった（表-3：No.32,34）。不明に分類した個体は，
本研究の観察では可稔に近い個体であったことから，ダ
ブルヘテロ個体の可能性は低いと考えている。これらは
追加調査により確定できると思われる。
（3）表現形質が不明なMS2候補個体
　Tsurisaki et al.（2023）は，MS2に起因する無花粉ス
ギの花粉飛散期の雄花について，花粉嚢ごとに内部の
花粉粒の癒着程度が異なり，癒着程度が著しい花粉嚢
は収縮する一方で，癒着程度が低く花粉粒が残存する
花粉嚢は収縮しないことを報告した。本研究においても，

前年6 ～ 8月に，濃度100 ppmのジベレリン（GA3）水
溶液を葉面散布し（以下，ジベレリン処理とする）花芽
形成を誘導して交配を行った。交配により作出した種子
は播種してから2 ～ 3年育苗を行い，不可稔判定調査の
前年7月にジベレリン処理を実施した。なお，新大不稔8
号とS3-88（1）の検定交配は2017年に実施したが（表
-2：No.7），検定に供試できる実生苗が少なかったため，
2023年に改めて検定交配を行った。

3. 不可稔判定調査
　不可稔判定調査は，平山ら（2021）に準じて半割した
雄花を実体顕微鏡で観察する方法で行ったが，本研究
では光学顕微鏡観察までは実施しなかった。調査年は
表-2のとおりである。
　花粉嚢内が花粉粒で満たされており，半割した雄花を
ピンセットで挟んで軽く圧力を加えると花粉粒がこぼれ
出るものを「可稔」と区分した。花粉嚢に明らかな隙間
があり，半割した雄花をピンセットで挟んで軽く圧力を
加えても花粉粒がこぼれ出ないもの，花粉粒同士が癒着
して圧迫によって花粉嚢ごと出てきてしまうものを「不
稔」と区分した。着花せず観察ができなかったものは「雄
花なし」とした。可稔と不稔の判断が明確にできなかっ
たものは「不明」とした。ただし，顕微鏡観察において「不
明」と判断された個体でも，春先に当該個体の雄花を軽
く叩き，花粉の飛散を目視できたものについては「可稔」
と区分した。観察した雄花数は1 ～ 5個程度（着花状況
などにより観察数は異なる）とした。

4. 解析方法
　検定交配を行った実生苗のうち，「雄花なし」個体と「不
明」個体を除き，「可稔」と「不稔」と判定された個体数
を総数とした。それぞれの個体数（観察値）と期待され
る分離比（期待値）との間に有意差がないかを，ブラウ
ザ上で作動するjs-STAR XR+ release 2.5.0jを用いてカ
イ二乗適合度検定により評価した（有意水準p>0.05）。

Ⅲ．結果と考察
1. 選抜されたダブルヘテロ個体

　不可稔判定調査の結果は表-3のとおりである。本研究
結果から選抜できたダブルヘテロ個体は，遺伝子型：
AaDdがS3-88（2）の1個体，遺伝子型：AaCcが3-49（3），
T-49（1），T-49（2）の3個体，遺伝子型：BbEeがS1-29（1）
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体が存在する可能性が残っており，調査を継続したい。
加えて，本研究でダブルヘテロと判定されたS3-88（2）

（AaDd）とS3-49（3）（AaCc）の2個体は，新大不稔3号
が母樹であることから，3つの遺伝子座すべてで雄性不
稔アレルをヘテロ接合体として有する個体（トリプルヘ
テロ個体：AaDdEeとAaCcEe）の可能性があるため，

MS2に起因するダブルヘテロ候補個体であるT-126（1）
とT-126（2）は，可稔と不稔の判定が困難な個体が多く，
顕著に不明率が高かった（表-3：No18,19）。具体的には，
一粒の雄花の中で花粉が詰まっている花粉嚢もある一方
で粘性のある液体が詰まっている花粉嚢もある個体（写
真-1），雄花ごとに判定結果が変わる個体（可稔判定の
雄花と不稔判定の雄花が混在），一見花粉粒が詰まって
いるもののピンセットで挟んで軽く圧力を加えても花粉
粒がこぼれ出ないか粘性のある液体が出てくる個体など
があり，実体顕微鏡観察では不可稔判定が極めて難し
かった。このことは，Tsurisaki et al.（2023）の報告と
合致しており，本研究でもMS2の判別の難しさが再確認
された。

3. 今後の展望
（1）ホモヘテロ個体の後代の継続調査
　先述のとおり，原種ホモヘテロ個体（新大不稔3号，
福島不稔3号）のヘテロ接合座について今回は調査を行
わなかった。これらのF1家系についてはダブルヘテロ個

表-3. 検定交配の分離比および不可稔判定結果の概要

※および下線部は，調査対象個体がダブルヘテロ個体と判断されたものを示す。

写真-1. 新大不稔1号とT-126（2）の交配で得られた
実生苗の不可稔判定例：（左）可稔判定個体，
（右）不明判定個体
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引き続き後代検定による調査を行いたい。

（2）選抜の手法
　本研究の不可稔判定は2 ～ 3年生以上の十分に成長し
た苗木の雄花で行っているが（表-2），1回の調査では判
定できない個体もあり検定交配による選抜は非常に時間
を要する。近年では，雄性不稔アレルを持つ個体を選抜
するDNAマーカーの開発も進んでおり，MS1遺伝子座
およびMS4遺伝子座における選抜マーカー（Hasegawa 
et al. 2020；Watanabe et al. 2024）も開発されている。
マーカー未開発の遺伝子座については引き続き検定交配
による選抜を行い，MS1遺伝子座およびMS4遺伝子座
についてはマーカー選抜技術を併用することで，効率的
に無花粉スギ育種素材の選抜や品種開発を進めていく
必要があると考えられる。

Ⅳ．お わ り に
　無花粉スギ実生品種の開発には，雄性不稔アレルを
保有する育種素材を十分に確保することが重要である。
活用可能な育種素材が限られると，交配親間の血縁度
が高くなり，実生苗への近交弱勢の影響が懸念される。
また，採種園造成において生産される種子の遺伝的多様
性を確保するためにも，十分な数の育種素材が必要であ
る。一方，無花粉スギ実生苗の生産効率を向上させるた
めには，複数の雄性不稔遺伝子座において雄性不稔ア
レルを保有する個体の利用が有効と考えられる。さらに，
これらの雄性不稔アレルを保有する育種素材や開発品
種については，成長特性を把握するため，検定林の造成
および継続的な調査が必要である。
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エノキタケ菌床栽培におけるシイタケ廃菌床の利用
－炭酸カルシウムの添加効果－

清水達哉1

要旨：スギおが粉を基材とするエノキタケ菌床栽培において，シイタケ廃菌床の利用可能性と炭酸カルシウム
の添加効果を検討した。廃菌床の置換率（容積率）を0，25，50，100%とし，炭酸カルシウムの添加の有無を
比較した結果，25%置換，25%置換と50%置換に炭酸カルシウムを添加した条件では，対照群と同等の収量お
よび生育日数で栽培可能であった。一方，100%置換では収量が低下し，全量置換は困難であると示された。
収量低下の要因は，廃菌床の混合による培地pHの低下と菌回りの遅れと考えられた。特にシイタケ廃菌床を
含む培地においては，炭酸カルシウムの添加による増収効果が顕著であり，pH調整剤としての有効性が示唆
された。
キーワード：チクマッシュ T-011，スギおが粉，pH調整剤，培地基材，資源の循環利用

microspora）廃菌床の利用可能性を検証した。その結果，
スギおが粉の容積率10 ～ 50%，および100%の置換であ
れば，対照培地の同程度の収量が期待できたが，70%で
は収量が大きく減少したことを報告している。さらに，
武田（2024）は，同様のエノキタケ菌床栽培において，
シイタケ（Lentinula edodes）廃菌床の利用可能性を検
証した。その結果，スギおが粉の容積率30%をシイタケ
廃菌床で置換し，添加材の消石灰を少量添加した場合，
培地基材がスギおが粉のみで構成された培地と比較し
て，子実体収量が増加したと報告している。
　しかしながら，武田（2024）の栽培試験では，シイタ
ケ廃菌床の置換率が30%に限定されており，置換率の変
化が収量に与える影響については明らかでない。また，
消石灰が添加されたのはシイタケ廃菌床を含む培地に限
られており，収量増加に寄与したのが廃菌床か添加材か
は不明である。そこで本研究では，スギおが粉を培地基
材としたエノキタケ菌床栽培において，シイタケ廃菌床
の利用可能性と，シイタケ廃菌床の置換率を段階的に変
化させた培地に炭酸カルシウムを添加し，その効果を検
証した。

Ⅱ．材料と方法
1. 供試菌

　チクマッシュ T-011（株式会社千曲化成）のおが粉種
菌を使用した。

Ⅰ．は じ め に
　エノキタケ（Flammulina velutipes）は日本における
主要な食用きのこの一つであり，長野県や新潟県を中心
に年間約13万t生産されている（林野庁 2024）。エノキタ
ケの栽培方法には菌床栽培と原木栽培がある（山本 
2001）が，現在ではほとんどが菌床栽培によって行われ
ている。
　菌床栽培による食用きのこの生産増加に伴い，大量の
廃菌床が排出されるようになった（村上 2014）。これら
廃菌床の一部は有機肥料などとして再利用されている

（寺嶋 2009）が，大半は廃棄物として取り扱われており，
有効な用途開発が望まれている（村上 2014）。また，廃
菌床を菌床栽培に再利用できれば，おが粉などの原材
料費のコストダウン（寺嶋 2014；高畠 2021），資源の有
効利用，環境保全に寄与する（高畠 2021）と期待される。
　エノキタケ菌床栽培において，廃菌床を培地基材と置
換して利用可能か検証した研究はいくつか存在する。例
えば 清水（2025a）は，スギ（Cryptomeria japonica）
おが粉を培地基材としたエノキタケ菌床栽培において，
コーンコブミール主体の配合培地で栽培されたエノキタ
ケ廃菌床の利用可能性を検証した。その結果，スギおが
粉の容積率10 ～ 50%の置換であれば，対照培地の同程
度以上の収量が期待できたが，70%以上になると収量が
減少したことを報告している。また，清水（2025b）は，
同様のエノキタケ菌床栽培において，ナメコ（Pholiota 



18 新潟県森林研究所研究報告 No.66（2026）

時間で完了し，その後，高圧殺菌釜（株式会社千代田
製作所，TFK-T06 W-C）で高圧殺菌（119℃，60分）し
た。高圧殺菌後，半日程度室温17.0℃に設定されたクリー
ンルーム内で放熱し，手作業でおが粉種菌を約10 g接種
した。

4. 栽培条件と子実体の収穫
　接種後，試験培地ごとに供試ビンの管理位置が偏ら
ないように，一つのコンテナ内に各試験培地2本ずつ格
納した。
　接種後の培養は，室温16.0℃，湿度70%，二酸化炭素
濃度2,000 ppm以下になるように設定した暗黒条件下の
培養室内で28日間行った。なお，本研究では対照培地と
同様のサイクルで栽培できるかに着目したため，対照培
地の菌回り完了に合わせて培養を終了した。培養は台車
に載せたまま行った。
　培養完了後，菌掻機を使用して発生処理を行った。
発生処理は接種した種菌と培地表面を削り取る「ぶっ掻
き」で行った。
　芽出し工程は，室温13.5℃，湿度97%以上，二酸化炭
素濃度2,000 ppm以下に設定した暗黒条件下の部屋で管
理した。子実体の傘径が約1 mm，子実体が約3 mmに
伸長し，接種孔が子実体で概ね塞がった時点で芽出し
完了とみなし，生育工程に移した。この際，子実体の成
長に差がみられたことから，以降は収穫に至るまで成長
の程度が類似する供試ビンごとにコンテナで管理した。
　生育工程の前期は，室温6.0℃，二酸化炭素濃度2,000 
ppm以下に設定した暗黒条件下の部屋で管理した。生
育工程の後期は，子実体が約1.5 cmに伸長した時点で，
室温5.0℃，二酸化炭素濃度2,000 ppm以下に設定した暗
黒条件下の部屋に移すとともに，光抑制（15分/日×2日，
自走式光源：長野産業NS-0900，白色蛍光灯，最大照度：
1,200 lx）を行った。
　光抑制後，子実体が約6.0 cmに伸長した時点で，プラ

2. 培地資材
　培地基材には，2022年12月22日に購入後，16か月野積
みしたスギおが粉を使用した。スギおが粉の粒度ごとの
質量割合は，2.8 mm以上が3.4%，2.0 mm以上2.8 mm
未満が40.8%，1.4 mm以上2.0 mm未満が48.5%，1.4 mm
未満が7.3%だった。培地基材の置換材のシイタケ廃菌
床は，2024年4月10日に新潟県内の菌床シイタケ生産施
設から収集した。収集したシイタケ廃菌床は約3 cm厚
に切り分け，含水率（湿量基準）が約50%になるまで屋
外で乾燥後，樹木粉砕機（株式会社大橋，GS70G）で
粒状に粉砕した。粉砕後室温約2℃の暗所で培地調整直
前まで保管した。栄養材には，米ぬか（JA北新潟）を
使用した。添加材には，炭酸カルシウム（有恒鉱業株式
会社，飼料用30 kg入り，以下，炭カル）を使用した。

3. 培地調整と種菌の接種
　2024年4月25日に培地調整，その翌日の26日に接種し
た。培地基材のすべてをスギおが粉で構成した培地（以
下，0%置換）を対照群，培地基材のスギおが粉の容積
率25，50，および100%をシイタケ廃菌床で置換した培
地（以下，x%置換と表記：xはそれぞれの置換率），0，
25，50，および100%置換に炭カルを1供試ビンあたり乾
燥質量1.90 g添加した培地（以下，x%置換&炭カルと表
記：xはそれぞれの置換率）を実験群とした計八つの試
験培地を設定した（表-1）。栄養材の米ぬかは，1供試ビ
ンあたりの混合量を乾燥質量90 gとした。試験培地の含
水率は水道水を加えて，計算上の値が64.15%となるよう
に水分量を調整した。
　培地調整については，各試験培地をミキサー（協全商
事株式会社）で攪拌後，850 mLのPPビン（ホクト産業
株式会社）に手詰めした。供試ビンは各試験培地あたり
32本作製し，16本ずつコンテナに格納後（4行×4列），
瓶詰め機（田中技研工業株式会社）で接種孔を培地上
面中央に1か所成形した。培地調整と瓶詰め作業は約3

表-1. 栽培試験の培地条件
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（Stan Development Team 2020）を使用してベイズ推
定した。

Ⅲ．結 果
1. 栽培試験

　収穫時の子実体を写真-1に示す。1供試ビンあたりの
収量は，25%置換&炭カルで最も多く，次いで0%置換&
炭カル，0%置換，25%置換，50%置換&炭カル，100%置
換&炭カル，50%置換，100%置換の順に多かった（表
-2）。また，生育日数は，0%置換&炭カルで最も短く，次
いで25%置換&炭カル，50%置換&炭カル，25%置換，
0%置換，50%置換，100%置換&炭カル，100%置換の順
に短かった（表-2）。

2. GLM解析
　GLM解析のRhatはすべてのモデルで1.1未満であり，
MCMCは収束したと判断した。
　1供試ビンあたりの収量を応答変数としたGLM解析の
結果（表-3），50%置換と炭カル添加の交互作用は対照
群に対して収量に有意な正の効果があった。50，100%
置換は対照群に対して収量に有意な負の効果があった。
25%置換，炭カル添加，25%置換と炭カル添加の交互作
用，および100%置換と炭カル添加の交互作用は対照群
に対して収量に有意な効果が認められなかった。
 

Ⅳ．考 察
　対照群の0%置換と同程度の収量，生育日数で栽培を
行うことができたのは25%置換，0%置換&炭カル，25%
置換&炭カル，および50%置換&炭カルであった（表-2）。
一方で，50，100%置換，および100%置換&炭カルでは
0%置換よりも収量が約20 ～ 30 g減少した（表-2）。した
がって，シイタケ廃菌床はエノキタケ菌床栽培において
スギおが粉で構成される培地と同様に栽培するうえで，
培地基材の全量の置き換えは困難であるが炭カルを添
加することで置換材として利用できると考えられた。
　GLM解析の結果（表-3），エノキタケ子実体の収量は
シイタケ廃菌床の置換率の増加に伴い大きく減少した。
主な要因として，培地pHの低下が影響したと考えられ
た。エノキタケの菌糸体はpH 4 ～ 8で生長し，pH 6付
近に最適域がある（中村 2000）とされている。各試験
培地の殺菌後の培地pHは，0%置換が6.172であった一方
で，シイタケ廃菌床の置換率の増加によりpHは6から酸

スチック製青色有孔巻紙（ホクト産業株式会社，高さ
12.5 cm）で紙巻きした。なお，生育工程は湿度調整を行っ
ていないが，湿度は約80 ～ 90%で推移した。
　子実体の収穫は，株のほぼすべての菌傘が巻紙の高
さを超えた時点で行い，ビン口から石づき方向に3.0 cm
の位置で子実体を切り取った。収穫直後に子実体の湿
潤質量を0.1 g単位で測定し，これを1供試ビンあたりの
収量とした。併せて，発生処理から収穫までの日数（以
下，生育日数）を記録し，試験培地ごとに平均生育日数
を求めた。

5. 培地のpH測定
　各試験培地の殺菌前と殺菌後の培地pHを測定した。
試験培地ごとに栽培試験の供試ビン32本のほかに2本を
作製し，このうち片方は栽培試験の供試ビンとともに高
圧殺菌した。培地のpHの測定は，殺菌しなかったもの
は培地調整後，殺菌したものは高圧殺菌から半日程度室
温17℃に設定されたクリーンルーム内で放熱した後に
行った。培地を100 mLコニカルビーカーに10 g秤量し，
そこに蒸留水を50 mL加え，5分間ホットプレートスター
ラー（HOT PLATE PC-351（AGCテクノグラス株式会
社）とC-MAG HS 7（IKA）を併用）で攪拌し，室温で
60分間静置した後，上澄み液のpHをpHメーター（株式
会社堀場製作所，LAQUA F-72）で測定した（表-1）。

6. 統計解析
　シイタケ廃菌床の置換率および添加材の炭カル添加
がエノキタケの1供試ビンあたりの収量に与える効果を
評価するため，一般化線形モデル（以下，GLM）で解
析した。GLMのパラメータはベイズ推定した。応答変
数には，1供試ビンあたりの収量を使用した。説明変数
には，シイタケ廃菌床の置換率（0，25，50，70%の4区
分の質的データ），炭カル添加の有無（なし，ありの2区
分の質的データ），およびシイタケ廃菌床の置換率と炭
カル添加の有無の交互作用を使用した。ベイズ推定にお
けるMCMCのサンプリング設定は，バーンイン回数を
1,000回，乱数生成の繰り返し数を2,000回，チェーン数
を4本，事前分布には無情報分布を適用した。また，応
答変数の誤差構造は正規分布，リンク関数はidentityと
した。モデルの収束判断は収束指標であるRhatが1.1未
満であることにより行った（松浦 2016）。なお，説明変
数の効果は，事後期待値の95%信用区間にゼロを含まな
い場合に統計学的に有意であると判断した。GLM解析
はR version 4.4.2（R Core Team 2024）のbrmsパッケー
ジのbrm関数（Bürkner 2017）で行い，Stan version 2.23
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特に，シイタケ廃菌床を加えた試験培地では，シイタケ
廃菌床を加えなかった培地（0%置換&炭カル）よりも増
収効果が大きかった（表-3）。このことから，シイタケ廃
菌床を基材として用いる場合，pH調整剤として炭カル
を添加することが有効であると示唆された。ただし，本
研究での添加量ではpHは最適とされるpH6に達せず，
より高い添加量による効果の検証が今後の課題である。

Ⅴ．謝 辞
　本研究で使用したシイタケ廃菌床は株式会社SHKに
提供いただいた。この場を借りて深く感謝申し上げる。

　

性側に偏った（表-1）。炭カル添加により比較的pHが6に
近づいたことで増収したことからも言えるだろう。また，
シイタケ廃菌床の多い培地では菌回りが遅れる傾向があ
り，十分な培養期間を設けなかったことも減収の一因と
考えられた。本研究では対照培地と同様のサイクルで栽
培できるかに着目したため，対照培地の菌回り完了に合
わせて発生処理を行った。スギおが粉を培地基材とした
エノキタケ菌床栽培において，廃菌床の置換率が大きい
ほど菌回りが遅れる現象はエノキタケ廃菌床（清水 
2025a），ナメコ廃菌床（清水 2025b）を使用した場合で
も確認されている。エノキタケ菌床栽培において，培養
後の適切な発生処理のタイミングは菌回り完了時であ
り，早すぎても遅すぎても収量に影響する（山本 2001）
ことから，最適な菌回り日数の検討が望まれる。
　炭カルの添加により，エノキタケ子実体の収量は有意
に，あるいは有意とは言えないが増加した（表-2，3）。

表-3. �エノキタケ子実体の収量を応答変数としたGLM
解析の結果

単位はg。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかった
ことを示す。

表-2. �各試験培地のエノキタケ子実体の収量および生
育日数

写真-1. 各試験培地のエノキタケ子実体
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開示すべき利益相反はない。
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ナメコ「新潟森研Pn1号」の従属品種「11-1」の特性
－発生処理時の注水および芽出し管理の違いが子実体に与える効果－

清水達哉1

要旨：ナメコ「11-1」の菌床栽培における発生処理時の注水および芽出し管理の違いが子実体に与える効果を
検証した。その結果，発生処理時の2時間の注水を行わないことは，収量に与える効果がほとんどなかったが，
子実体（傘，柄の長さ，柄の太さ）が大きくなる効果や生育日数を大きく延長させる効果があると考えられた。
また，菌床面のウレタン被覆や栽培ビンの正立，倒立による芽出し管理の違いは，全体的には収量および生育
日数に与える効果がほとんどないことが考えられた。
キーワード：ナメコ，11-1，菌床栽培，発生処理，芽出し管理

　当所では，ナメコ栽培の芽出し管理における菌床面の
乾燥対策として，発生処理の菌掻き後に一定時間注水後，
余剰水を排出したうえで，湿らせた軟質ポリウレタン
フォーム（以下，ウレタン）で菌床面を被覆する（例えば，
清水・武田 2024），正立して管理した栽培ビンの菌床面
に時折散水する（例えば，伊藤 2011）などしている。し
かしながら，「11-1」の栽培において，発生処理時の注水
および芽出し管理の違いが子実体に与える効果について
はわかっていない。発生処理時の注水および芽出し管理
の工程を省略しても，十分に芽出しが同調し，通常の栽
培工程と同様の栽培結果が得られれば，栽培工程が簡
素化されることにより低コスト化につながる。また，注
水および芽出し管理の　違いにより，特徴的な子実体が
生産できれば，メーカー品種等と差別化でき，一つの付
加価値となると考えられる。そこで本研究では，ナメコ

「11-1」の菌床栽培における発生処理時の注水および芽
出し管理の違いが子実体に与える効果を検証した。

Ⅱ．材料と方法
1. 供試菌

　新潟県が開発，品種登録を行った「新潟森研Pn1号」
の従属品種である「11-1」（伊藤 2015）を使用した。

2. 培地資材
　培地基材には，2024年5月24日に購入後，ポリプロピ

Ⅰ．は じ め に
　新潟県が開発，品種登録を行ったナメコ（Pholiota 
microspora）「新潟森研Pn1号」の従属品種である「11-1」
は，子実体の菌さんが厚い，菌柄が太く肉質が軟らかい，
そしてソフトな食感があるといった「新潟森研Pn1号」
の特徴（阿部・松本 2007）があり，加えて「新潟森研
Pn1号」の問題点だった菌さんの巻き込みの弱さを改善
した菌株である（伊藤 2015）。しかしながら，「11-1」の
栽培特性については，菌床栽培における培地充填量が
収量に及ぼす影響（清水 2024）の他に調べられていない。
　近年の施設空調型ナメコ栽培において，従来よりも短
い栽培ローテーションで収穫を行う高速栽培という方式
がある（木村 2014）。施設空調型ナメコ栽培における高
速栽培とは，培養日数が60日間で発生操作の可能な専用
品種を使用し，1回発生のみの収穫として発生管理期間
を20日間以内，合計栽培日数で80日間以内とする極めて
短期間での栽培ローテーション方式のことである（木村 
2014）。高速栽培では，発芽を同調化させることが重要
であるとされ，菌掻き終了後の菌床は3時間程度の注水
処理を行ってから芽出し管理を行う（木村 2014）。また，
発芽の同調化は，芽出し初期の加湿により決定されると
いわれており，特に発生処理後の5日間の芽出し初期の
加湿を十分に行い，菌床表面を一時的に乾燥させないよ
うに注意する（木村 2014）。
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は ｢ひら掻き｣ で行い，八つの比較群のうち，発生処理
時に注水する四つの比較群（表-1，対照群，実験群1 ～ 3）
は，常温下で2時間程度水道水を注水後，ビンを倒立さ
せビン内の余剰水を排出し，芽出し管理に移行した。八
つの比較群のうち，残りの四つの比較群（表-1，実験群
4 ～ 7）は，発生処理後すぐに芽出し管理に移行した。
　芽出し管理は，室温16.0℃，湿度96%以上，二酸化炭
素濃度2,000 ppm以下に設定した暗黒条件下の部屋で原
基形成まで管理した。各比較群の供試ビンを1コンテナ
あたり2本ずつ位置に偏りがないように格納して管理し
た（写真-1）。八つの比較群のうち，対照群，実験群4は
菌床面を水道水で湿らせたウレタン（厚さ8 mm，幅約
12×約12 cm）で被覆し，ビンを正立させて管理した。
なお，湿らせたウレタンが乾いた場合は時折水道水で湿
らせた。実験群1，5は湿らせていないウレタンで被覆し，
ビンを正立させて管理した。実験群2，6は菌床面を被覆
せず，ビンを正立させて管理した。実験群3，7は菌床面
を被覆せず，ビンを倒立させて管理した。

写真-1. �ナメコの芽出し管理における各比較群の供試
ビンの管理状況

　原基形成後，生育工程に移行した。生育工程は，芽
出し管理においてウレタンで被覆した供試ビンはウレタ
ンを除去し，倒立して管理した供試ビンは正立させて，
室温12.5℃，湿度96%以上，二酸化炭素濃度1,500 ppm
以下に設定した部屋で管理し，白色蛍光灯で1日あたり8
時間照射した。白色蛍光灯の照度は，部屋中央で約100 
lx，各コンテナ上で約30 lxとなるように調整した。白色
蛍光灯による1日あたり8時間の照射は収穫まで継続し
た。なお，原基形成が完了するまでに要する期間が各供
試ビンで異なったことから，原基形成後は，成長速度が
類似する供試ビンごとにコンテナに格納して収穫まで管
理した。

レン100％再生材製のひも付き袋（60×90 cm）に入れて
屋根付きの小屋で風雨に晒されないように常温保管した
コナラ（Quercus serrata）おが粉を使用した。栄養材
には，特ふすま（かちどき製粉株式会社，20 kg袋入り）
を使用した。添加材には，炭酸カルシウム（有恒鉱業株
式会社，飼料用30 kg入り）を使用した。

3. 比較群の設定
　「11-1」の菌床栽培における発生処理時の注水および
芽出し管理の違いが収量に与える効果を検証するために
八つの比較群を設定した（表-1）。各比較群に行った発
生処理時の注水および芽出し管理の処理については後
述する。
表-1. 各比較群の1供試ビンあたりの培地充填量

4. 培地調整と種菌の接種
　2024年7月10日に培地調整，その翌日の11日に接種し
た。培地は，コナラおが粉，特ふすま，および炭酸カル
シウムを乾燥質量比77.5：22.5：1.0で混合した。培地の
含水率は水道水を加えて，計算上の値が62.0%（湿量基
準）となるように水分量を調整した。培地調整について
は，ミキサー（協全商事株式会社）で攪拌後，800 mL
のPPビン（ホクト産業株式会社）に培地を無作為に515
～641 g手詰めした（表-1）。供試ビンは合計256本作製し，
16本ずつ合計16コンテナに格納後（4行×4列），瓶詰め
機（田中技研工業株式会社）で接種孔を培地上面中央
に1か所成形した。培地調整と瓶詰め作業は約3時間で
完了し，その後，高圧殺菌釜（株式会社千代田製作所，
TFK-T06 W-C）で高圧殺菌（119℃，60分）した。高圧
殺菌後，半日程度室温17.0℃に設定されたクリーンルー
ム内で放熱し，手作業でおが粉種菌を約10 g接種した。

5. 栽培条件と子実体の収穫
　接種後の培養は，室温17.0℃，湿度70%，二酸化炭素
濃度2,000 ppm以下になるように設定した暗黒条件下の
培養室内で60日間行った。培養は台車に載せたまま行っ
た。
　培養完了後，全供試ビンを無作為に32本ずつ八つの
比較群に振り分けた（表-1）。その後，菌掻機（ホクト産
業株式会社）を使用して発生処理を行った。発生処理
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布を採用した。
　モデルの収束判断は収束指標であるRhatが1.1未満で
あることにより行った（松浦 2016）。なお，説明変数の
効果は，事後分布の95%信用区間にゼロを含まない場合
に統計学的に有意であると判断した。

7. 使用した統計解析ソフトウェア
　GLM解析はR version 4.4.0（R Core Team 2024）の
brmsパッケージのbrm関数（Bürkner 2017）で行い，
Stan version 2.23（Stan Development Team 2020）を
使用してベイズ推定した。

Ⅲ．結 果
1. 栽培試験

　栽培試験における収穫時の子実体を写真-2に示す。全
供試ビンが収穫に至った。詳細の調査は行っていないが，
発生処理時に注水した対照群，実験群1 ～ 3の子実体よ
りも，注水しなかった実験群4～7の子実体の傘が大きく，
柄が長く，柄が太くなり，また，子実体の芽数が少なかっ
た（写真-2）。また，注水しなかった実験群4 ～ 7では，
ビン内部に子実体が発生した供試ビンが散見された（写
真-3）。
　1供試ビンあたりの平均収量は，実験群6で最も大きく，
次いで実験群5，2，対照群，実験群3，1，7，4の順に大
きかった（表-2）。また，各比較群の平均収量の差は約5 
gと小さかった（表-2）。さらに，各比較群の収量の標準
偏差は，発生処理時に注水した比較群より注水しなかっ
た比較群のほうが大きい傾向があった（表-2）。
　平均生育日数は，実験群2で最も短く，次いで実験群1，
対照群，実験群3，6，7，5，4の順に短かった（表-2）。
また，各比較群の平均生育日数は，発生処理時に注水
した比較群より注水しなかった比較群のほうが長い傾向
があった（表-2）。

　子実体の収穫は，子実体の内皮膜が破れる直前に行っ
た。調査は1番収穫までとし，ビンの口より上部の生質
量を0.1 g単位（株式会社エー・アンド・デイ，EW-
1500i）で測定し，これを1供試ビンあたりの収量として
記録した。収穫に併せて，発生処理から収穫までの日数

（以下，生育日数）を記録し，比較群ごとに平均生育日
数を求めた。

6. 統計解析
　「11-1」の菌床栽培における発生処理時の注水および
芽出し管理の違いが1供試ビンあたりの収量に与える効
果を評価するため，一般化線形モデル（以下，GLM）
で解析した。GLM解析のパラメータはベイズ推定した。
応答変数には害菌による汚染等の被害がなかった供試
ビンの，1供試ビンあたりの収量を使用した。なお，全
供試ビンに被害はみられなかった。説明変数には発生処
理時の注水の有無（あり，なしの2区分の質的データ），
芽出し管理（「湿らせたウレタンで被覆・正立」，「ウレタ
ンで被覆・正立」，「被覆なし・正立」，および 「被覆なし・
倒立」の4区分の質的データ），および培地充填量（連続
データ）を使用した。ベイズ推定におけるMCMCのサン
プリング設定は，バーンイン回数を1,000回，乱数生成の
繰り返し数を2,000回，チェーン数を4本，事前分布には
無情報分布を適用した。また，応答変数の誤差構造は
正規分布，リンク関数はidentityとした。
　また，「11-1」の菌床栽培における発生処理時の注水お
よび芽出し管理の違いが生育日数に与える効果を評価す
るため，GLMで解析した。応答変数には供試ビンの生
育日数を使用した。説明変数とベイズ推定の設定は1供
試ビンあたりの収量と同様とした。なお，応答変数の誤
差構造については，正規分布（リンク関数はidentity）
とポアソン分布（リンク関数はlog）の2パターンでモデ
ルを構築しWAICを比較したところ，正規分布のモデル
のWAICが小さく，モデルの精度が高かったため正規分

表-2. 各比較群のナメコの子実体収量と生育日数
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写真-2. 各比較群のナメコ子実体
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の注水が1供試ビンあたりの収量に与える効果について
は，発生処理時の注水「あり」に対する「なし」の効果
には有意な効果は認められず，事後期待値は-0.13と小さ
かった（表-3）。したがって，収量の観点においては，発
生処理時の注水はほとんど効果がないことが示唆され
た。一方で，発生処理時の注水が生育日数に与える効
果については，発生処理時の注水「あり」に対する「な
し」の効果には有意な正の効果があり（表-4），その事
後期待値は5.82，つまり，約6日の差があり，発生処理時
に注水することは短いサイクルでナメコを栽培するうえ
で重要であると考えられた。
　芽出し管理が1供試ビンあたりの収量に与える効果に
ついては，有意な効果が認められず，事後期待値は最
小で-0.90，最大でも3.78（表-3），つまり，約0 ～ 4 gの差
であり，ほとんど効果がないことが示唆された。したがっ
て，収量の観点においては，ウレタン被覆やビンの倒立
などの芽出し管理を省略できる可能性が示唆された。ま
た，芽出し管理が生育日数に与える効果については，「湿
らせたウレタンで被覆・正立」に対する「被覆なし・正立」
の効果には有意な負の効果があり（表-4），その事後期

2. GLM解析
　GLM解析のRhatはすべてのモデルで1.1未満であり，
MCMCは収束したと判断した。
　1供試ビンあたりの収量を応答変数としたGLM解析の
結果（表-3），培地充填量には有意な正の効果があった。
発生処理時の注水の有無および芽出し管理には有意な
効果は認められなかった。
　生育日数を応答変数としたGLM解析の結果（表-4），
発生処理時の注水「あり」に対する「なし」の効果およ
び培地充填量には有意な正の効果があった。一方で，芽
出し管理における「湿らせたウレタンで被覆・正立」に
対する「被覆なし・正立」の効果には有意な負の効果が
あった。芽出し管理における「湿らせたウレタンで被覆・
正立」に対する「ウレタンで被覆・正立」の効果および

「湿らせたウレタンで被覆・正立」に対する「被覆なし・
倒立」の効果には有意な効果が認められなかった。

Ⅳ．考 察
　本研究では，ナメコ「11-1」の菌床栽培における発生
処理時の注水および芽出し管理の違いが子実体に与え
る効果を検証した。
　発生処理時に注水した対照群，実験群1 ～ 3の子実体
よりも，注水しなかった実験群4 ～ 7の子実体は傘が大
きく，柄が長く，柄が太くなった（写真-2）。ナメコの販
売価格は低迷しており（木村 2022），このような状況を
打開するには，生産物の付加価値を高めることにより，
販売価格を上げていくことが一つの手法として考えられ
る。例えば，生産現場で主に生産されているナメコは，
多収，小粒，子実体個数が多く，短い培養日数で栽培
できるメーカー品種であることから，それよりも傘が大
きく，大粒のナメコが生産できれば差別化可能であり，
一つの付加価値となると考えられる。また，発生処理時

表-4. ナメコの生育日数を応答変数としたGLMの結果

単位は日。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかった
ことを示す。

写真-3. �注水しなかった比較群でみられたビン内に発
生したナメコ子実体（円の内側） 単位はg。

*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかった
ことを示す。

表-3. ナメコの子実体収量を応答変数としたGLMの結果
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木村栄一. 2014. 施設空調・高速型ナメコ栽培の最新技術. 
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ランツワールド. p. 236-239.
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清水達哉. 2024. ナメコ菌床ビン栽培における培地充填
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清水達哉, 武田綾子. 2024. コナラおが粉の培地調整前の
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待値は-2.28，つまり，発生処理時の注水と同様に短いサ
イクルでナメコを栽培するうえで「被覆なし・正立」の
管理は重要であると考えられた。一方で，その他の芽出
し管理の効果は「湿らせたウレタンで被覆・正立」とほ
とんど変わらないことが示唆された。
　培地充填量が1供試ビンあたりの収量に与える効果に
ついては，有意な正の効果があり，事後期待値は0.21（表
-3）であった。清水（2024）は，ナメコ「11-1」の菌床
栽培における培地充填量が収量に及ぼす影響を調査し，
培地充填量465 ～ 585 gの範囲において，培地充填量を
1 g増やすと子実体収量が平均的に0.28 g増加すると報
告している。したがって，ナメコ「11-1」の菌床栽培に
おいて栽培サイクルあたりの子実体収量を増やすにあ
たっては，培地充填量を増やすことが好ましいと考えら
れた。また，培地充填量が生育日数に与える効果につい
ては，有意な正の効果があった（表-4）。しかしながら，
事後期待値は0.04とほとんどゼロであり，培地充填量が
生育日数に与える効果は小さいことが示唆された。
　以上のことから，ナメコ「11-1」の菌床栽培において，
発生処理時の2時間の注水を行わないことは，収量に与
える効果がほとんどなく，子実体の見た目を変えるとい
う付加価値を高めるプラスの効果がある一方で，生育日
数を大きく延長させるマイナスの効果があると考えられ
た。また，芽出し管理については，収量に与える効果が
ほとんどなく，生育日数に与える効果についても，「湿ら
せたウレタンで被覆・正立」よりも「被覆なし・正立」
のほうが生育日数を約2日短縮する効果があったが，そ
の他の芽出し管理の方法では大きな違いがないことが考
えられた。

　開示すべき利益相反はない。
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スギおが粉を培地基材としたエノキタケ菌床有機栽培
－炭酸カルシウム添加および米ぬか混合量の検証－

清水達哉1

要旨：有機栽培で使用可能なスギおが粉を培地基材としたエノキタケ菌床栽培における炭酸カルシウム添加効
果，および米ぬかの混合量を検証した。供試菌には，雪ぼうしN-1とチクマッシュ T-011を使用した。栽培試験
の結果，エノキタケ菌床栽培において，炭カル添加は増収効果があり，特にチクマッシュ T-011の菌床栽培に
おいて，培地資材の乾燥質量あたり0.3 ～ 0.5%添加するとその効果を最大化できる可能性があること，また，
チクマッシュ T-011の菌床栽培において，850 mLの栽培ビンを使用する場合，米ぬかの混合量はスギおが粉
100 gに対して90 g混合するよりも110 g混合することにより増収効果があることが示唆され，これらはエノキタ
ケ菌床有機栽培において有効であると考えられた。
キーワード：雪ぼうしN-1，チクマッシュ T-011，有機栽培

ら輸入される（風間・小山 2020）ため，そのほとんどが
きのこの有機栽培には使用できない（農林水産省 
2024）。このため，有機栽培に使用可能な培地基材は樹木，
つまりはエノキタケ菌床栽培が開始された当初から使用
されてきたスギなどの針葉樹や広葉樹のおが粉に限られ
ているといえるだろう。
　きのこ菌床栽培における増収方法の一つとして，pH
調整剤の添加による増収効果は広く確認されている。例
えば，ナメコ（Pholiota microspora）については特に顕
著で，消石灰や炭酸カルシウム等を使用して培地pHを
殺菌前に6.0前後に調整することで，収量を20%程度増加
させることができる（木村 2014）。エノキタケ菌床栽培
における消石灰等のpH調整剤の添加効果についてはい
くつか報告がある。例えば，高畠（1998）は，培地基材
をエゾマツ（Picea jezoensis）おが粉を用いた菌床栽培
において貝化石の添加効果を検証した結果，培地質量
に対して0.3%以上貝化石を添加すると増収し，最適濃度
は2.0%で，添加しなかった場合と比較して20%増収した
と報告している。その一方で，小越・武田（2008）は，
新潟県で開発，品種登録したエノキタケ品種である雪ぼ
うし2号の菌床栽培におけるカキ殻粉末を用いた栽培試
験を行い，カキ殻粉末を1ビンあたり4 g添加した結果，
添加しなかった場合と比較してわずかに収量が減少した

（小越・武田 2008）と報告しており，カルシウムを主成
分とするpH調整剤の添加効果は一定でない。また，ス

Ⅰ．は じ め に
　エノキタケ（Flammulina velutipes）は全国で生産量
が多い食用きのこの一つで，長野県や新潟県を中心に年
間約13万t生産されている（林野庁 2024）。エノキタケを
はじめとした栽培きのこは販売価格の低迷と産地間競争
の激化により，生産者の経営が不安定である。そのよう
な中で，消費者の健康志向や安全安心志向などから有
機栽培による農作物の需要が高まっており，有機栽培に
よる生産物は，それ以外の生産物との差別化により高付
加価値化が可能であると考えられる。これまできのこの
有機栽培で使用可能な資材は，培地基材としては基準
を満たした樹木由来の資材，農産物，栄養材としては基
準を満たした米ぬか，ふすまに限り使用可能であったが，
2024年7月1日の有機農産物の日本農林規格の改正によ
り，基準を満たした炭酸カルシウムや消石灰等のpH調
整剤などが使用可能となった（農林水産省 2025）。
　現在，一般的にエノキタケ菌床栽培に使用される培地
基材はコーンコブミールであり（例えば，小山 2014；風
間・小山 2020），エノキタケ菌床栽培が開始された当初
から長らく一般的に使用されてきたスギ（Cryptomeria 
japonica）おが粉を培地基材とした場合に比べて増収す
る（例えば，中村 1997；城石ら 2005）ため，エノキタ
ケ生産者の生産性が飛躍的に向上した。しかしながら，
コーンコブミールの多くは中国，タイ，インドネシア等か
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　チクマッシュ T-011を種菌とした二つの栽培試験につ
いて，一つ目の栽培試験（以下，栽培試験2）における
培地基材には，栽培試験1と同様の2022年12月22日に購
入後，21か月野積みしたスギおが粉を使用した。二つ目
の栽培試験（以下，栽培試験3）における培地基材には，
2024年2月21日に購入後，13か月散水や攪拌などをせず
に野積みしたスギおが粉を使用した。スギおが粉の粒度
ごとの質量割合は，2.8 mm以上が1.0%，2.0 mm以上2.8 
mm未満が4.6%，1.4 mm以上2.0 mm未満が39.6%，1.4 
mm未満が54.9%だった。
　すべての栽培試験の栄養材には，米ぬか（JA北新潟）
を使用した。添加材には，炭酸カルシウム（有恒鉱業株
式会社，飼料用30 kg入り，以下，炭カル）を使用した。

3. 培地調整と種菌の接種
　栽培試験1は2024年7月30日に培地調整，その翌日の31
日に接種した。乾燥質量100 gのスギおが粉と乾燥質量
90 gの米ぬかで構成した培地を対照群とした。対照群に
対して，炭カルを乾燥質量1.90 g（培地資材の乾燥質量
の1.0%），3.80 g（培地資材の乾燥質量の2.0%），および5.70 
g（培地資材の乾燥質量の3.0%）添加した培地の計三つ
の試験培地を実験群として設定し，計四つの試験培地を
設定した（表-1）。試験培地の含水率（湿量基準）は水
道水を加えて，計算上の値が64.15%となるように水分量
を調整した。

ギおが粉を培地基材としたエノキタケ菌床栽培における
炭酸カルシウムの添加効果についての報告はみられな
い。さらに，本県が開発した雪ぼうしN-1は，2015年に
出願し2020年に品種登録されたが，栽培特性に関する
知見はほとんどない。
　そこで本研究では，有機栽培で使用可能なスギおが
粉を培地基材としたエノキタケ菌床栽培について，雪ぼ
うしN-1では炭酸カルシウム添加効果を一つの栽培試験
で検証し，メーカー品種のチクマッシュ T-011では炭酸
カルシウムの添加効果，および米ぬかの混合量を二つの
栽培試験で検証した。

Ⅱ．材料と方法
1. 供試菌

　雪ぼうしN-1（新潟県）およびチクマッシュ T-011（株
式会社千曲化成）のおが粉種菌を使用した。

2. 培地資材
　雪ぼうしN-1を種菌とした栽培試験（以下，栽培試験1）
における培地基材には，2022年12月22日に購入後，19か
月散水や攪拌などをせずに野積みしたスギおが粉を使
用した。スギおが粉の粒度ごとの質量割合は，2.8 mm
以上が3.4%，2.0 mm以上2.8 mm未満が40.8%，1.4 mm
以上2.0 mm未満が48.5%，1.4 mm未満が7.3%だった。

表-1. 栽培試験の培地条件
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ないように，栽培試験1は，一つのコンテナ内に各試験
培地4本ずつ，栽培試験2，3は，一つのコンテナ内に各
試験培地2本ずつ格納した。
　接種後の培養は，室温16.0℃，湿度70%，二酸化炭素
濃度2,000 ppm以下になるように設定した暗黒条件下の
培養室内で行った。培養日数は，栽培試験1が29日間，
栽培試験2が28日間，栽培試験3が27日間だった。培養
は台車に載せたまま行った。
　培養完了後，菌掻機を使用して発生処理を行った。
発生処理は接種した種菌と培地表面を削り取る「ぶっ掻
き」で行った。
　芽出し工程は，室温13.5℃，湿度97%以上，二酸化炭
素濃度2,000 ppm以下に設定した暗黒条件下の部屋で管
理した。子実体の傘径が約1 mm，子実体が約3 mmに
伸長し，接種孔が子実体で概ね塞がった時点で芽出し
完了とみなし，生育工程に移した。この際，子実体の成
長に差がみられたことから，以降は収穫に至るまで成長
の程度が類似する供試ビンごとにコンテナで管理した。
　生育工程の前期は，室温6.0℃，二酸化炭素濃度2,000 
ppm以下に設定した暗黒条件下の部屋で管理した。生
育工程の後期は，子実体が約1.5 cmに伸長した時点で，
室温5.0℃，二酸化炭素濃度2,000 ppm以下に設定した暗
黒条件下の部屋に移すとともに，光抑制（15分/日×2日，
自走式光源：長野産業NS-0900，白色蛍光灯，最大照度：
1,200 lx）を行った。
　光抑制後，子実体が約6.0 cmに伸長した時点で，プラ
スチック製青色有孔巻紙（ホクト産業株式会社，高さ
12.5 cm）で紙巻きした。なお，生育工程は湿度調整を行っ
ていないが，湿度は約80 ～ 90%で推移した。
　子実体の収穫は，株のほぼすべての菌傘が巻紙の高
さを超えた時点で行い，ビン口から石づき方向に3.0 cm
の位置で子実体を切り取った。収穫直後に子実体の湿
潤質量を0.1 g単位で測定し，これを1供試ビンあたりの
収量とした。併せて，発生処理から収穫までの日数（以
下，生育日数）を記録し，試験培地ごとに平均生育日数
を求めた。

5. 培地のpH測定
　各試験培地の殺菌後の培地pHを測定した。培地のpH
の測定は，高圧殺菌から半日程度室温17.0℃に設定され
たクリーンルーム内で放熱した後に行った。培地を100 
mLコニカルビーカーに10 g秤量し，そこに蒸留水を50 
mL加え，5分間ホットプレートスターラー（HOT PLA
TE PC-351（AGCテクノグラス株式会社）とC-MAG 

　栽培試験2は2024年10月10日に培地調整，その翌日の
11日に接種した。乾燥質量100 gのスギおが粉と乾燥質
量110 gの米ぬかで構成した培地を対照群とした。対照
群に対して，炭カルを乾燥質量0.21 g（培地資材の乾燥
質量の0.1%），0.63 g（培地資材の乾燥質量の0.3%），1.05 
g（培地資材の乾燥質量の0.5%），1.68 g（培地資材の乾
燥質量の0.8%），2.10 g（培地資材の乾燥質量の1.0%），4.20 
g（培地資材の乾燥質量の2.0%），および6.30 g（培地資
材の乾燥質量の3.0%）添加した培地の計七つの試験培
地を実験群として設定し，計八つの試験培地を設定した

（表-1）。試験培地の含水率は水道水を加えて，計算上の
値が64.0%となるように水分量を調整した。
　栽培試験3は2025年2月19日に培地調整，その翌日の20
日に接種した。乾燥質量100 gのスギおが粉と乾燥質量
90 gの米ぬかで構成した培地を対照群とした。対照群に
対して，炭カルを乾燥質量0.57 g（培地資材の乾燥質量
の0.3%），0.76 g（培地資材の乾燥質量の0.4%），および0.95 
g（培地資材の乾燥質量の0.5%）添加した培地，そして
乾燥質量100 gのスギおが粉と乾燥質量110 gの米ぬかで
構成した培地（以下，米ぬか110 g培地），さらに，米ぬ
か110 g培地に対して，炭カルを乾燥質量0.63 g（培地資
材の乾燥質量の0.3%），0.84 g（培地資材の乾燥質量の
0.4%），および1.05 g（培地資材の乾燥質量の0.5%）添
加した培地の計七つの試験培地を実験群として設定し，
合計八つの試験培地を設定した（表-1）。試験培地の含
水率は水道水を加えて，計算上の値が64.0%となるよう
に水分量を調整した。
　なお，栽培試験2，3において，米ぬかの混合量を90 g
から110 gに変更したのは，予備試験において増収効果
が確認されたためである（清水 私信）。
　培地調整については，各試験培地をミキサー（協全商
事株式会社）で攪拌後，850 mLのPPビン（ホクト産業
株式会社）に手詰めした。供試ビンは各試験培地あたり
32本作製し，16本ずつコンテナに格納後（4行×4列），
瓶詰め機（田中技研工業株式会社）で接種孔を培地上
面中央に1か所成形した。培地調整と瓶詰め作業は約3
時間で完了し，その後，高圧殺菌釜（株式会社千代田
製作所，TFK-T06 W-C）で高圧殺菌（119℃，60分）し
た。高圧殺菌後，半日程度室温17.0℃に設定されたクリー
ンルーム内で放熱し，手作業でおが粉種菌を約10 g接種
した。

4. 栽培条件と子実体の収穫
　接種後，試験培地ごとに供試ビンの管理位置が偏ら
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　栽培試験2における収穫時の子実体を写真-2に示す。1
供試ビンあたりの収量は，炭カル0.5%添加で最も多く，
次いで炭カル0.8%添加，炭カル3.0%添加，炭カル1.0%添
加，炭カル2.0%添加，炭カル0.3%添加，対照群，炭カル
0.1%添加の順に多かった（表-3）。また，生育日数は，炭
カル2.0%添加で最も短く，次いで炭カル1.0%添加，炭カ
ル0.8%添加，炭カル0.1%添加，炭カル0.5%添加，炭カル
3.0%添加，対照群，炭カル0.3%添加の順に短かった（表
-3）。

　栽培試験3における収穫時の子実体を写真-3に示す。1
供試ビンあたりの収量は，米ぬか110 g培地&炭カル0.3%
添加で最も多く，次いで米ぬか110 g培地，米ぬか110 g
培地&炭カル0.4%添加，米ぬか110 g培地&炭カル0.5%
添加，炭カル0.5%添加，炭カル0.4%添加，炭カル0.3%添
加，対照群の順に多かった（表-4）。また，生育日数は，

HS 7（IKA）を併用）で攪拌し，室温で60分間静置し
た後，上澄み液のpHをpHメーター（株式会社堀場製作
所，LAQUA F-72）で測定した（表-1）。

6. 統計解析
　栽培試験の各試験培地の違いがエノキタケの1供試ビ
ンあたりの収量に与える効果を評価するため，一般化線
形モデル（以下，GLM）で解析した。GLMのパラメー
タはベイズ推定した。解析は栽培試験ごとに行った。応
答変数には，1供試ビンあたりの収量を使用した。説明
変数は栽培試験で異なり，栽培試験1，2は試験培地の
違い，つまり炭カル添加量の違い（栽培試験1は4区分，
栽培試験2は8区分の質的データ）を使用した。栽培試
験3は米ぬか混合量の違い（90 gおよび110 gの2区分の
質的データ），炭カル添加割合の違い（0，0.3，0.4，およ
び0.5%の4区分の質的データ），および米ぬか混合量の違
いと炭カル添加割合の違いの交互作用を使用した。ベイ
ズ推定におけるMCMCのサンプリング設定は，バーンイ
ン回数を1,000回，乱数生成の繰り返し数を2,000回，チェー
ン数を4本，事前分布には無情報分布を適用した。また，
応答変数の誤差構造は正規分布，リンク関数はidentity
とした。モデルの収束判断は収束指標であるRhatが1.1
未満であることにより行った（松浦 2016）。なお，説明
変数の効果は，95%信用区間にゼロを含まない場合に統
計学的に有意であると判断した。GLM解析はR version 
4.4.2（R Core Team 2024）のbrmsパッケージのbrm関
数（Bürkner 2017）で 行 い，Stan version 2.23（Stan 
Development Team 2020）を使用してベイズ推定した。

Ⅲ．結 果
1. 栽培試験

　栽培試験1における収穫時の子実体を写真-1に示す。1
供試ビンあたりの収量は，炭カル1.0%添加で最も多く，
次いで炭カル3.0%添加，炭カル2.0%添加，対照群の順に
多かった（表-2）。また，生育日数は，対照群で最も短く，
次いで炭カル1.0%添加，炭カル3.0%添加，炭カル2.0%添
加の順に短かった（表-2）。
表-2. �栽培試験1における各試験培地のエノキタケ子

実体の収量および生育日数

供試菌は雪ぼうしN-1。

供試菌はチクマッシュT-011。

表-3. �栽培試験2における各試験培地のエノキタケ子
実体の収量および生育日数

写真-1. �栽培試験1で収穫された各試験培地のエノキ
タケ子実体供試菌は雪ぼうしN-1。
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としたGLM解析の結果（表-6），炭カル0.3，0.5，0.8，1.0，
2.0，および3.0%は対照群に対して収量に有意な正の効

炭カル0.3%添加で最も短く，次いで米ぬか110 g培地&
炭カル0.4%添加，炭カル0.4%添加，米ぬか110 g培地&
炭カル0.3%添加，米ぬか110 g培地&炭カル0.5%添加，
炭カル0.5%添加，対照群，米ぬか110 g培地の順に短かっ
た（表-4）。

2. GLM解析
　GLM解析のRhatはすべてのモデルで1.1未満であり，
MCMCは収束したと判断した。
　栽培試験1における1供試ビンあたりの収量を応答変数
としたGLM解析の結果（表-5），炭カル1.0，2.0，および3.0%
は対照群に対して収量に有意な正の効果があった。
　栽培試験2における1供試ビンあたりの収量を応答変数

供試菌はチクマッシュT-011。

表-4. �栽培試験3における各試験培地のエノキタケ子
実体の収量および生育日数

写真-2. �栽培試験2で収穫された各試験培地のエノキ
タケ子実体供試菌はチクマッシュT-011。

写真-3. �栽培試験3で収穫された各試験培地のエノキ
タケ子実体供試菌はチクマッシュT-011。
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一方で，米ぬか110 gと炭カル0.5%添加の交互作用は対
照群に対して収量に有意な負の効果があった。

Ⅳ．考 察
　本研究において，雪ぼうしN-1，およびチクマッシュ
T-011ともに，炭カル添加は子実体収量の増加効果があ
ることが示唆された（表-2 ～ 7）。ただし，培地資材の乾
燥質量あたり0.5%を超えると炭カル添加効果は頭打ちに
なることが示唆された（表-3，6）。また，炭カル添加に
よる増収効果は，雪ぼうしN-1を使用した栽培試験1，お
よびチクマッシュ T-011を使用した栽培試験2ともに最大
約19 gであった（表-5，6）。エノキタケの菌糸体はpH 4
～ 8で生長し，pH 6付近に最適域がある（中村 2000）
とされている。各試験培地の殺菌後の培地pH（表-1）は，
対照群が6.225（栽培試験1），6.052（栽培試験2），6.256（栽
培試験3）で6に値が近く，炭カルを添加した試験培地は
添加量が増えるにつれ6から値が離れた。しかしながら，
エノキタケの最適pHから離れたにもかかわらず炭カル
添加により増収した。このことから，培地pHがやや最適
域から中性方向に離れても炭カル添加による効果が大き
いことが示唆された。また，栽培試験2では炭カルの添
加量を8段階に変化させた結果，殺菌後の培地pHは6.052
～ 6.806と中性に近い値になった（表-1）。しかしながら，
子実体収量の増収は頭打ちになったが，中性に近い値に
なっても減収はしなかった（表-3）。このことから，炭カ
ル添加の増収効果に閾値はあるが，培地pHが最適域か
ら離れることによるマイナスの効果はないと示唆された。
一方で，栽培試験3においては，炭カル添加による増収
効果は約6 ～ 10 g（表-7）であり，さらには，栽培試験2
ではみられなかったが，米ぬか90 gに対し110 g混合し
た場合に増収効果が減少した（表-7）。これは，使用し
たチクマッシュ T-011の種菌の違いが影響した可能性が
ある。栽培試験3における対照群の平均収量は約206 g
であった（表-4）。一方で，本研究所で同様の培地資材
を使用して栽培した際のエノキタケの平均収量は約210
～ 220 gであり（清水 2025a，2025b），栽培試験3は減
収したことがわかる。また，栽培試験3では先行研究（清
水 2025a，2025b）と同様の栽培条件にもかかわらず，
芽出し工程に通常よりも1日多く要した（清水 私信）。こ
れらのことから，栽培試験3で使用した種菌は，栽培試
験2，および先行研究（清水 2025a，2025b）で使用した
種菌より性能が劣っていた可能性があり，炭酸カルシウ

果があった。炭カル0.1%は対照群に対して収量に有意な
効果が認められなかった。
　栽培試験3における1供試ビンあたりの収量を応答変数
としたGLM解析の結果（表-7），米ぬか110 gの効果，炭
カル0.3，0.4，および0.5%は対照群に対して収量に有意
な正の効果があった。米ぬか110 gと炭カル0.3%添加の
交互作用，米ぬか110 gと炭カル0.4%添加の交互作用は
対照群に対して収量に有意な効果が認められなかった。

単位はg。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まないこと
を示す。
供試菌はチクマッシュT-011。

表-7. �栽培試験3におけるエノキタケ子実体の収量を
応答変数としたGLM解析の結果

表-5. �栽培試験1におけるエノキタケ子実体の収量を
応答変数としたGLM解析の結果

単位はg。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まないこと
を示す。
供試菌は雪ぼうしN-1。

単位はg。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まないこと
を示す。
供試菌はチクマッシュT-011。

表-6. �栽培試験2におけるエノキタケ子実体の収量を
応答変数としたGLM解析の結果
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ことが望ましいだろう。
　筆者の主観だが，米ぬかを110 g混合した培地は，わ
ずかに株内部の子実体の水きのこ（子実体の水分が多
すぎる状態）が多いように思われた。これは，子実体の
茎数が増え，巻紙内部の子実体密度が高まったことによ
り，株内部の子実体の蒸散量が低下したためだと思われ
る。このため，実際に生産現場で本研究の培地を使用す
るにあたっては，紙巻の時期を遅らせたり，生育施設内
の換気を増やすことなどで生育室の湿度をやや下げたり
するなどの工夫が必要になる可能性がある。
　以上のことから，エノキタケ菌床栽培において，炭カ
ル添加は増収効果があり，特にチクマッシュ T-011の菌
床栽培において，培地資材の乾燥質量あたり0.3 ～ 0.5%
添加するとその効果を最大化できる可能性があること，
また，チクマッシュ T-011の菌床栽培において，850 mL
の栽培ビンを使用する場合，米ぬかの混合量はスギおが
粉100 gに対して90 g混合するよりも110 g混合すること
により増収効果があることが示唆され，これらはエノキ
タケ菌床有機栽培において有効であると考えられた。ス
ギおが粉ではなく，コーンコブミールを培地基材とした
場合のエノキタケの経営指標によれば，1,100 ccの栽培
ビン1万本あたりの培地材料費は106,000円で，これは，
経営費全体（742,914円）の約14%（風間 2022）に過ぎ
ない。また，本研究において効果検証した炭カル，およ
び米ぬかの資材費は比較的安価であることから，導入コ
ストは大きくはないだろう。新潟市中央卸売市場の市場
統計年報（新潟市 2025）をもとに，2024年のエノキタ
ケ販売金額（円/kg）を算出すると約310円/kgである。
スギおが粉100 gに対して米ぬかを90 g混合した培地の
収量を220 g（清水 2025a，2025b），スギおが粉100 gに
対して米ぬかを110 g，炭カルを1.05 g混合した培地（栽
培試験2の炭カル0.5%添加）の収量を253 g（表-3）とし
たとき，約10円（0.033 kg×310円/kg）増加すると試算
できる。購入先などの違いにより資材費は大きく変動す
るため，本稿では試算しないが，増加する販売金額内に
増加する資材費が収まれば，生産者の収益を増加させ
ることができる。さらに，炭カル，および米ぬかはきの
こ栽培の培地資材として一般的であり，生産者にとって
は使用しやすい資材と思われる。本研究の栽培試験結
果がエノキタケ菌床有機栽培の導入の一助となれば幸
いである。

　開示すべき利益相反はない。

ムの添加による増収効果が弱まった可能性がある。エノ
キタケ菌床栽培において，培地へのカルシウムを主成分
とした貝化石の添加により，添加しなかった培地で栽培
したエノキタケよりも，カルシウム含有量は11.5倍に増加
した（高畠 1998）との報告があることから，炭カル添加
により増収だけでなく，子実体のカルシウム増加による
健康へのプラス効果も期待できるのではないだろうか。
　チクマッシュ T-011の菌床栽培に使用する米ぬかの混
合量は，850 mLの栽培ビンの場合，スギおが粉100 gに
対して，90 g混合するよりも110 g混合することにより増
収効果があることが示唆された（表-4，7）。米ぬかの使
用量と収量，品質，および生育日数とは関係が深く（柿
本 1995），一般的には米ぬかの使用量が多いほど増収す
ると考えがちだが，ビン容量100 ccあたり11.3 ～ 12.5 g
が適正量とされる（柿本 1995）。これを850 mLあたりに
換算すると，約96 ～ 106 gであり，本研究の栽培試験で
はそれを上回った。一方で，栽培試験2と栽培試験3の結
果を比較すると，栽培試験2では，米ぬかを110 g混合し
た培地に炭カルを添加しなかった場合（栽培試験2の対
照群），炭カルを添加した他の実験群と比較して収量が
少なかった（表-3）。一方で，栽培試験3では，米ぬかを
110 g混合した培地に炭カルを添加しなくても，炭カルを
添加した他の実験群と同等の収量であった（表-4）。こ
の違いは，米ぬかの混合量を増加したうえでの培地pH
が影響した可能性がある。栽培試験2の米ぬかを110 g
混合した培地に炭カルを添加しなかった培地の殺菌後
pHは6.052，また，この培地に培地資材の乾燥質量あた
り0.1%の炭カルを添加した培地の殺菌後pHは6.084であ
り（表-1），どちらも殺菌後pHが6.115以上であった培地
資材の乾燥質量あたり0.3%以上の炭カルを添加した培地
より子実体収量は少なかった（表-3）。一方で，栽培試
験3の米ぬかを110 g混合した培地に炭カルを添加しな
かった培地の殺菌後pHは6.173であり（表-1），栽培試験
2の培地資材の乾燥質量あたり0.3%以上の炭カルを添加
した培地には及ばなかったが収量が多かった（表-3，4）。
これらのことから，850 mLの栽培ビンの場合，スギおが
粉100 gに対して米ぬかを110 g混合することによる増収
効果を期待するには，殺菌後の培地pHを約6.1に調整す
る必要があるかもしれない。ただし，この結果は二つの
栽培試験結果によるものであり，より確度の高い知見を
得るには，さらに繰り返しの栽培試験を行う必要がある。
また，実際に栽培現場で培地調整する場合においては，
使用する培地のpHを確認しながら培地資材を混合する
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施設空調型ナメコ高速栽培におけるスギおが粉の利用

清水達哉1

要旨：施設空調型ナメコ高速栽培における培地基材としてのスギおが粉の利用可能性を検証するため，コナラ
おが粉に対するスギおが粉の置換率（乾燥，容積率），添加材の炭酸カルシウムの添加，および栄養材の特ふ
すま混合割合増加の効果検証を五つの栽培試験により行った。その結果，コナラおが粉にスギおが粉を混合し
た培地において，生産現場において標準的と考えられる培地より明確に増収した培地はなかった。しかし，コ
ナラおが粉に対する置換率25%までであれば，炭酸カルシウムを添加した培地では，その収量差はほとんどゼ
ロあるいは約5 ～ 10 gに過ぎなかったことから，スギおが粉が利用できると考えられた。炭酸カルシウム無添
加の場合，スギおが粉の置換率65%までは，炭酸カルシウム無添加のコナラおが粉単用培地の収量をわずかに
上回り，子実体個数は同程度だった。培地への炭酸カルシウム添加により，コナラおが粉にスギおが粉を混合
した培地およびコナラおが粉単用培地において増収した。一方で，スギおが粉の置換率が増加するにつれ，炭
酸カルシウム添加の効果は減少した。特ふすまの混合割合増加による増収効果は認められなかった。
キーワード：KX-N008号，代替資材，コナラおが粉，スギおが粉，炭酸カルシウム

　ナメコなどの栽培きのこの菌床栽培において針葉樹お
が粉が不適とされる理由として，針葉樹には菌糸の発育
を阻害する樹脂成分が多く含まれていること（庄司 
1982），針葉樹と広葉樹ではリグニンの化学構造に相違
があり，針葉樹リグニン（グアイアシルリグニン）は広
葉樹に多いシリンギルリグニンより微生物分解を受けに
くいこと（例えば，高橋 1989）などが挙げられる。
　ナメコ菌床栽培において，スギやカラマツなどの針葉
樹おが粉の利用可能性に関する研究は，1970年代から
1980年代にかけて林野庁の総合助成試験大型プロジェ
クト研究で行われた（例えば，本間・篠田 1984；斎藤・
篠原 1984；渡部ら 1984）。本間・篠田（1984）および渡
部ら（1984）は，ナメコ菌床栽培におけるスギ等の針葉
樹おが粉の利用を検討し，ブナおが粉を培地基材とした
対照培地と比較して，培地基材の全量をスギおが粉で
構成した培地（本間・篠田 1984）およびスギおが粉を
ブナおが粉に混合した培地（本間・篠田 1984；渡部ら 
1984）のいずれにおいても収量が低下したことを報告し
ている。また，新潟県と同様にナメコの主要産地である
長野県においては，広葉樹おが粉の代替としてカラマツ，
ヒノキの利用が検討され，針葉樹おが粉にふすま，コー
ンブラン，消石灰を組み合わせた培地で，広葉樹おが粉
を用いた培地とほぼ同等の収量が得られることを確認し
た（斎藤・篠原 1984）。しかしその後，ナメコの空調施
設栽培が全国的に普及するなかで産地間競争が激化し，

Ⅰ．は じ め に
　ナメコ（Pholiota microspora）は日本で広く栽培され
ている主要なきのこの一つであり，新潟県，長野県，山
形県を中心に年間約2万4千tが生産されている（農林水
産省 2025）。ナメコの栽培方法には菌床栽培と原木栽培
がある（熊田 2001）が，現在ではほとんどが菌床栽培
による（農林水産省 2025）。ナメコ菌床栽培において，
大部分の広葉樹はおが粉原料として使用でき（庄司 
2022），ブナ，コナラ，シデ類，ホオノキ，クヌギ，ヤマ
ザクラなどが好適とされている（小出 1992）。一方で，
針葉樹のほか，ケヤキ，クリ，ネムノキ，ミズキ，ソヨ
ゴは使用に適さないとされている（小出 1992；庄司 
2022）。
　ナメコ菌床栽培は，ポリプロピレンなどを材料とした
栽培ビンを用いた栽培方法が一般的であり，広葉樹おが
粉などの培地基材，ふすまなどの栄養材およびpH調整
剤などの添加材を混合した培地を栽培ビンに充填したも
のに種菌を接種して栽培する。しかし，1980年代頃には
すでに，菌床栽培に使用する広葉樹おが粉の安定確保
が困難になりつつあった（例えば，本間・篠田 1984；渡
部ら 1984）。このため，広葉樹おが粉の代替資材として，
一般的にきのこ栽培に不適とされる針葉樹おが粉の利用
可能性について検討されてきた（例えば，本間・篠田 
1984；渡部ら 1984）。
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Ⅱ．材料と方法
1. 供試菌

　ナメコの種菌としてKX-N008号（株式会社キノックス）
を供試した。

2. 培地資材
　五つの栽培試験のうち，一つ目および二つ目の栽培試
験（以下，試験1および試験2）における培地基材には，
2023年11月26日に購入後，屋根付きの小屋で常温保管し
たコナラおが粉および2022年12月22日に購入後，試験1
は11か月，試験2は14か月散水や攪拌などをせずに野積
みしたスギおが粉を使用した。コナラおが粉の粒度ごと
の質量割合は，2.8 mm以上が5.5%，2.0 mm以上2.8 mm
未満が21.7%，1.4 mm以上2.0 mm未満が60.5%，1.4 mm
未満が12.3%だった。スギおが粉の粒度ごとの質量割合
は，2.8 mm以 上 が3.4%，2.0 mm以 上2.8 mm未 満 が
40.8%，1.4 mm以上2.0 mm未満が48.5%，1.4 mm未満
が7.3%だった。三つ目の栽培試験（以下，試験3）にお
ける培地基材には，2024年5月24日に購入後，屋根付き
の小屋で常温保管したコナラおが粉および2024年2月21
日に購入後，11か月散水や攪拌などをせずに野積みした
スギおが粉を使用した。コナラおが粉の粒度は不明であ
るが，試験1，2，および後述する試験4，5で使用したコ
ナラおが粉より粗かった。スギおが粉の粒度ごとの質量
割合は，2.8 mm以上が1.0%，2.0 mm以上2.8 mm未満
が4.6%，1.4 mm以上2.0 mm未満が39.6%，1.4 mm未満
が54.9%だった。四つ目および五つ目の栽培試験（以下，
試験4および5）における培地基材には，2025年3月18日
に購入後，屋根付きの小屋で常温保管したコナラおが粉
および試験3と同様の2024年2月21日に購入後，15か月散
水や攪拌などをせずに野積みしたスギおが粉を使用し
た。コナラおが粉の粒度ごとの質量割合は，2.8 mm以
上が5.9%，2.0 mm以上2.8 mm未満が21.5%，1.4 mm以
上2.0 mm未満が34.1%，1.4 mm未満が38.5%だった。なお，
スギおが粉はナメコ菌床栽培において，おが粉に加工し
た後，未処理のおが粉よりも野積みしたおが粉のほうが，
また，野積みしたおが粉よりも散水堆積したおが粉のほ
うが適する（本間・篠田 1984）とされている。栄養材に
は特ふすま（かちどき製粉株式会社，20 kg袋入り）を，
添加材には炭酸カルシウム（有恒鉱業株式会社，飼料
用30 kg入り，以下，炭カル）をそれぞれ使用した。

3. 培地調整と種菌の接種
　試験1は2023年12月4日に培地調整，翌日の5日に接種

生産の効率化のために1ビンあたり収量の大幅な増加が
求められるようになった。その結果，針葉樹おが粉の利
用は生産現場には広がらなかった（増野 2012）とされ
ている。
　一般に，スギおが粉は入手が容易で広葉樹おが粉よ
りも安価であり，スギおが粉をナメコ菌床栽培に利用で
きれば，ナメコの生産コストの低減に資することが期待
される。また，近年，日本における花粉症対策として，
戦後造林されたスギなどの針葉樹林の伐採が加速する

（林野庁 2024）ことが考えられ，それに伴いスギ材の供
給量が増加すると考えられる。スギ人工林の伐採，植替
えを加速化するうえで，スギ材の需要拡大は不可欠であ
る（林野庁 2024）。さらに，2023年5月に決定された「花
粉症対策の全体像」（内閣官房 2023）では，住宅分野に
おけるスギ材製品への転換促進や木材活用大型建築の
新築着工面積の倍増等の需要拡大対策を進め，スギ材
製品の需要を現状の1,240万m3から10年後までに1,710万
m3に拡大することを目指すとしている。スギ人工林の伐
採量増加に伴い，住宅等の建築に使用される比較的通
直なスギ材だけでなく，木質バイオマス発電等に使用さ
れる住宅等の建築に適さないスギ材の供給量が増加す
ると考えられる。これらのスギ材をナメコ等のきのこ菌
床栽培に利用できれば，森林資源の有効活用に資する
可能性がある。
　ナメコ菌床栽培における針葉樹おが粉の利用可能性
の検討は，前述の総合助成試験大型プロジェクト研究で
行われた。しかし，それらの研究成果は，培養完了後に
発生処理を行い，ナメコの発生がみられなくなるまで収
穫を継続する栽培方法によるものである。近年普及して
いる施設空調型ナメコ栽培における高速栽培では，培養
日数が60日以内で発生操作の可能な専用品種を使用し，
1回発生のみを収穫して，発生管理期間を20日間以内，
合計栽培日数で80日間以内とする極めて短期間での栽培
ローテイション方式（木村 2014）が採用されている。こ
のような短期栽培方式における針葉樹おが粉の利用に関
する知見はみられない。そこで本研究では，施設空調型
ナメコ高速栽培における培地基材としてのスギおが粉の
利用可能性を検証するため，コナラおが粉に対するスギ
おが粉の置換率（乾燥，容積率），添加材の炭酸カルシ
ウムの添加，および栄養材の特ふすま混合割合増加の効
果検証を五つの栽培試験により行った。
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おける乾燥質量の1.0 %）添加した培地（以下，x%置換
&炭カルy%添加と表記：xはそれぞれのスギおが粉の置
換率，yは培地資材の乾燥質量に対する炭カル添加量の
割合）を実験群とした計八つの試験培地を設定した（表
-1）。栄養材の特ふすまは，1供試ビンあたりの混合量を
乾燥質量45.63 gとした。
　試験5は2025年5月19日に培地調整，翌日の20日に接種
した。試験培地の設定は試験4と同様とした（表-1）。
　すべての試験における培地の含水率（湿量基準）は，
計算上の値が62%に揃うように水分量を調整した。
　培地調整については，各試験培地をミキサー（協全商
事株式会社）で攪拌後，800 mLのポリプロピレンビン（ホ
クト産業株式会社，P.Pビン）に手詰めした。供試ビン
は各試験培地あたり32本作製し，16本ずつコンテナに格
納後（4行×4列），瓶詰め機（田中技研工業株式会社）
で接種孔を培地上面中央に1か所成形した。培地調整と
瓶詰め作業は約3時間で完了し，その後，高圧殺菌釜（株
式会社千代田製作所，TFK-T06 W-C）で高圧殺菌

（119℃，60分）した。なお，試験2の40%置換&炭カルの
供試ビン32本のうち，半数の16本は，ビンの口径が他よ
りも小さいことが高圧殺菌後に判明した。このことが試
験結果に影響する可能性を考慮し，収穫まで他の供試
ビンと同様に管理したが，データからは除外した。高圧
殺菌後，供試ビンは半日程度室温17℃に設定されたク
リーンルーム内で放熱し，おが粉種菌を約10 g接種した。

4. 栽培条件と子実体の収穫
　接種後，試験培地ごとに供試ビンの管理位置が偏ら
ないように，一つのコンテナ内に各試験培地あたり2本
ずつ格納した。
　栽培条件を表-2に示す。
　接種後の培養は，室温17℃，湿度70%，二酸化炭素
濃度2,000 ppm以下になるように設定した暗黒条件下の
培養室内で行った。培養日数は，試験1が49日間，試験2
が54日間，試験3，4，および5が55日間だった。培養は
台車に載せたまま行った。
　培養完了後，菌掻機（ホクト産業株式会社）を使用し
て発生処理を行った。発生処理は接種した種菌を削り
取る「ひら掻き」で行い，常温下で2時間程度水道水を
注水後，ビンを倒立させビン内の余剰水を排出した。余
剰水の排出後はビンを正立に戻した。
　芽出し工程は，室温16℃，湿度96%以上，二酸化炭素
濃度2,000 ppm以下に設定した暗黒条件下の部屋で管理
した。発生処理面が乾燥しないよう，原基形成が完了す

した。培地基材のすべてをコナラおが粉で構成した培地
（以下，0%置換）を対照群，培地基材のコナラおが粉（乾
燥）の容積率10，20，30，40，50，65，および80%をス
ギおが粉（乾燥）で置換した培地（以下，x%置換と表記：
xはそれぞれの置換率）を実験群とした計八つの試験培
地を設定した（表-1）。栄養材の特ふすまは，1供試ビン
あたりの混合量を乾燥質量45.74 gとした。
　試験2は2024年3月13日に培地調整，翌日の14日に接種
した。0%置換を対照群，培地基材のコナラおが粉（乾燥）
の容積率20，40，および70%をスギおが粉（乾燥）で置
換した培地（以下，栽培試験1と同様にx%置換と表記：
xはそれぞれの置換率），そして，0，20，40，および70%
置換に炭カルを1供試ビンあたり乾燥質量2.03 g添加した
培地（以下，x%置換&炭カルと表記：xはそれぞれの置
換率）を実験群とした計八つの試験培地を設定した（表
-1）。栄養材の特ふすまの混合量は試験1と同様とした。
　試験3は2025年1月27日に培地調整，翌日の28日に接種
した。0%置換&炭カルを対照群，培地基材のコナラお
が粉（乾燥）の容積率25および50%をスギおが粉（乾燥）
で置換し，炭カルを1供試ビンあたり乾燥質量2.08 g添加
した培地（以下，試験2と同様にx%置換&炭カルと表記：
xはそれぞれの置換率），そして，0，25，および50%置
換&炭カルのおが粉と特ふすまの混合比（質量比）を
77.5：22.5から72.0：28.0に変更し，1供試ビンあたりの特
ふすま混合量を増加させた培地（以下，x%置換&炭カル・
特ふすま割合増と表記：xはそれぞれの置換率），さらに，
25および50%置換・特ふすま割合増の炭カル添加量を2
倍に増加させた培地（以下，x%置換&炭カル増・特ふ
すま割合増と表記：xはそれぞれの置換率）を実験群と
した計八つの試験培地を設定した（表-1）。
　試験4は2025年5月12日に培地調整，翌日の13日に接種
した。0%置換&炭カルを対照群，培地基材のコナラお
が粉（乾燥）の25%をスギおが粉（乾燥）で置換した培
地に，炭カルを1供試ビンあたり乾燥質量0.61 g（対照群
の培地資材における乾燥質量の0.3%），1.01 g（対照群
の培地資材における乾燥質量の0.5%），1.42 g（対照群
の培地資材における乾燥質量の0.7%），および2.03 g（対
照群の培地資材における乾燥質量の1.0 %）添加した培
地，そして，培地基材のコナラおが粉（乾燥）の70%を
スギおが粉（乾燥）で置換した培地に，炭カルを1供試
ビンあたり乾燥質量0.61 g（対照群の培地資材における
乾燥質量の0.3%），1.01 g（対照群の培地資材における
乾燥質量の0.5%），および2.03 g（対照群の培地資材に
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液のpHをpHメーター（株式会社堀場製作所，LAQUA 
F-72）で測定した（表-1）。

6. 統計解析
　各試験培地の違いがナメコの1供試ビンあたりの収量
に与える効果を評価するため，一般化線形モデル（以下，
GLM）で解析した。GLMのパラメータはベイズ推定した。
解析は試験ごとに行った。応答変数には，1供試ビンあ
たりの収量を使用した。説明変数は試験で異なり，試験
1，3，4，および5は試験培地の違い（8区分の質的データ）
を使用した。試験2はスギおが粉の置換率（0，20，40，
および70%の4区分の質的データ），炭カル添加の有無（な
し，ありの2区分の質的データ），およびスギおが粉の置
換率と炭カル有無の交互作用を使用した。ベイズ推定に
おけるMCMCのサンプリング設定は，バーンイン回数を
1,000回，乱数生成の繰り返し数を2,000回，チェーン数
を4本，事前分布には無情報分布を適用した。また，応
答変数の誤差構造とリンク関数は試験で異なり，試験1，
3，4，および5の誤差構造は正規分布，リンク関数はide
ntity，試験2の誤差構造はガンマ分布，リンク関数はlog
とした。
　試験1，2について，各試験培地の違いがナメコの1供
試ビンあたりの子実体個数に与える効果を評価するた
め，GLMで解析した。GLMのパラメータはベイズ推定
した。解析は試験ごとに行った。応答変数には，1供試
ビンあたりの子実体個数を使用した。説明変数，および
ベイズ推定の設定は前述の収量を応答変数としたGLM
と同様とした。
　モデルの収束判断は収束指標であるRhatが1.1未満で
あることにより行った（松浦 2016）。なお，説明変数の
効果は，事後分布の95%信用区間にゼロを含まない場合
に統計学的に有意であると判断した。GLM解析はR ver
sion 4.4.2（R Core Team 2024）のbrmsパッケージの
brm関数（Bürkner 2017）で行い，Stan version 2.23（Stan 
Development Team 2020）を使用してベイズ推定した。

Ⅲ．結 果
1. 栽培試験

　試験1における各試験培地のナメコ子実体を写真-1に
示す。試験1における1供試ビンあたりの収量は，50%置
換で最も多く，次いで65%置換，40%置換，30%置換，
20%置換，10%置換，0%置換，80%置換の順に多かった

（表-3）。また，生育日数は，0%置換で最も短く，次いで

るまで水道水で湿らせた厚さ8 mmの軟質ポリウレタン
フォームで被覆した。なお，試験1，2において，原基形
成が完了するまでに要する期間が各供試ビンで異なった
ことから，原基形成完了後は，成長速度が類似する供試
ビンごとにコンテナに格納して管理した。試験3，4，お
よび5については，培養開始から収穫までコンテナ内の
供試ビンの管理位置は変更しなかった。
　原基形成後は，試験1，2については，軟質ポリウレタ
ンフォームを除去し，室温16℃，湿度96%以上，二酸化
炭素濃度2,000 ppm以下に設定した部屋で管理し，白色
蛍光灯で1日あたり8時間照射した。白色蛍光灯の照度は，
部屋中央で約100 lx，各コンテナ上で約30 lxとなるよう
に調整した。以後，白色蛍光灯による1日あたり8時間の
照射は収穫まで継続した。発生した子実体がマッチ棒
の頭の大きさ程度になった時点で室温14℃，湿度96%以
上，二酸化炭素濃度2,000 ppm以下に設定した部屋に移
動させて管理し，その後，収穫適期の2，3日前には，室
温12℃，湿度96%以上，二酸化炭素濃度2,000 ppm以下
に設定した部屋に移動させて管理した。試験3，4，およ
び5については，軟質ポリウレタンフォームを除去し，収
穫まで室温12.5℃，湿度96%以上，二酸化炭素濃度2,000 
ppm以下に設定した部屋で，試験1および2と同様に白色
蛍光灯で1日あたり8時間照射して管理した。
　すべての試験における子実体の収穫は，子実体の内
皮膜が破れる直前に行った。調査は1番収穫までとし，
ビンの口より上部の生質量を0.1 g単位で測定し，これを
1供試ビンあたりの収量として記録した。また，試験1，2
については，各試験培地の供試ビンのうち無作為に7 ～
18ビンを選定後，収穫した子実体の個数を計数し，これ
を1供試ビンあたりの子実体個数として記録した。さらに，
すべての試験において，発生処理から収穫までの日数（以
下，生育日数）を記録し，試験培地ごとに平均生育日数
を求めた。

5. 培地のpH測定
　各試験培地の殺菌後の培地pHを測定した。試験培地
ごとに栽培試験の供試ビン32本のほかに1本作製し，栽
培試験の供試ビンとともに高圧殺菌した後，半日程度室
温17℃に設定されたクリーンルーム内で放熱し，その後
培地pHを測定した。培地pHの測定は，培地を100 mLコ
ニカルビーカーに10 g秤量し，そこに蒸留水を50 mL加
え，5分間ホットプレートスターラー（HOT PLATE PC-
351（AGCテクノグラス株式会社）とC-MAG HS 7（IKA）
を併用）で攪拌し，室温で60分間静置した後，上澄み
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10%置 換，20%置 換，65%置 換，50%置 換，40%置 換，
30%置換，80%置換の順に短かった（表-3）。さらに，1
供試ビンあたりの子実体個数は，20%置換で最も多く，
次いで10%置換，0%置換，30%置換，40%置換，50%置換，
65%置換，80%置換の順に多かった（表-3）。
　試験2における各試験培地のナメコ子実体を写真-2に
示す。試験2における1供試ビンあたりの収量は，0%置
換&炭カルで最も多く，次いで20%置換&炭カル，40%
置換&炭カル，70%置換&炭カル，40%置換，20%置換，
70%置換，0%置換の順に多かった（表-4）。また，生育
日数は，70%置換&炭カルで最も短く，次いで40%置換
&炭カル，20%置換&炭カル，0%置換&炭カル，0%置換，
20%置換，70%置換，40%置換の順に短かった（表-4）。
さらに，1供試ビンあたりの子実体個数は，0%置換&炭
カルで最も多く，次いで20%置換&炭カル，40%置換&
炭カル，0%置換，20%置換，70%置換&炭カル，40%置換，
70%置換の順に多かった（表-4）。
　試験3における各試験培地のナメコ子実体を写真-3に
示す。試験3における1供試ビンあたりの収量は，25%置
換&炭カルで最も多く，次いで0%置換&炭カル，0%置
換&炭カル・特ふすま割合増，25%置換&炭カル増・特
ふすま割合増，25%置換&炭カル・特ふすま割合増，
50%置換&炭カル，50%置換&炭カル・特ふすま割合増，
50%置換&炭カル増・特ふすま割合増の順に多かった（表
-5）。また，生育日数は，25%置換&炭カル，25%置換&
炭カル・特ふすま割合増，25%置換&炭カル増・特ふす
ま割合増，50%置換&炭カル，50%置換&炭カル・特ふ
すま割合増，50%置換&炭カル増・特ふすま割合増で最
も短く，次いで0%置換&炭カル・特ふすま割合増，0%
置換&炭カルの順に短かった（表-5）。
　試験4における各試験培地のナメコ子実体を写真-4に
示す。試験4における1供試ビンあたりの収量は，0%置
換&炭カルで最も多く，次いで25%置換&炭カル1.0%，
25%置換&炭カル0.7%，25%置換&炭カル0.5%，25%置
換&炭カル0.3%，70%置換&炭カル1.0%，70%置換&炭
カル0.5%，70%置換&炭カル0.3%の順に多かった（表
-6）。また，生育日数は，25%置換&炭カル0.7%で最も短く，
次いで25%置換&炭カル0.5%と25%置換&炭カル1.0%，
70%置換&炭カル1.0%，70%置換&炭カル0.5%，70%置
換&炭カル0.3%，25%置換&炭カル0.3%，0%置換&炭カ
ルの順に短かった（表-6）。
　試験5における各試験培地のナメコ子実体を写真-5に
示す。試験5における1供試ビンあたりの収量は，0%置

換&炭カルで最も多く，次いで25%置換&炭カル0.7%，
25%置換&炭カル1.0%，25%置換&炭カル0.5%，25%置
換&炭カル0.3%，70%置換&炭カル0.5%，70%置換&炭
カル1.0%，70%置換&炭カル0.3%の順に多かった（表
-7）。また，生育日数は，25%置換&炭カル0.5%と25%置
換&炭カル1.0%で最も短く，次いで25%置換&炭カル
0.7%，25%置換&炭カル0.3%，0%置換&炭カル，70%置
換&炭カル1.0%，70%置換&炭カル0.5%，70%置換&炭
カル0.3%の順に短かった（表-7）。

2. GLM解析
　GLM解析のRhatはすべてのモデルで1.1未満であり，
MCMCは収束したと判断した。
　試験1における1供試ビンあたりの収量を応答変数とし
たGLM解析の結果（表-8），10，20，30，40，50，およ
び65%置換は0%置換に対して収量に有意な正の効果が
あった。一方で，80%置換は0%置換に対して収量に有
意な負の効果があった。また，試験1における1供試ビン
あたりの子実体個数を応答変数としたGLM解析の結果

（表-9），0%置換に対して子実体個数に有意な正の効果
があった実験群はなかった。一方で，80%置換は0%置
換に対して子実体個数に有意な負の効果があった。
　試験2における1供試ビンあたりの収量を応答変数とし
たGLM解析の結果（表-10），置換率20，40，70%，およ
び炭カル添加ありは置換率0%に対して収量に有意な正
の効果があった。一方で，置換率20，40，70%と炭カル
添加ありの交互作用は置換率0%に対して収量に有意な
負の効果があった。また，試験2における1供試ビンあた
りの子実体個数を応答変数としたGLM解析の結果（表
-11），炭カル添加ありは置換率0%に対して子実体個数に
有意な正の効果があった。一方で，置換率40，70%と炭
カル添加ありの交互作用は置換率0%に対して収量に有
意な負の効果があった。
　試験3における1供試ビンあたりの収量を応答変数とし
たGLM解析の結果（表-12），0%置換&炭カルに対して
収量に有意な正の効果があった実験群はなかった。一方
で，25%置換・特ふすま割合増，50%置換&炭カル，
50%置換&炭カル・特ふすま割合増，50%置換&炭カル増・
特ふすま割合増は0%置換&炭カルに対して収量に有意
な負の効果があった。
　試験4における1供試ビンあたりの収量を応答変数とし
たGLM解析の結果（表-13），0%置換&炭カルに対して
収量に有意な正の効果があった実験群はなかった。一方
で，25%置換&炭カル0.3%，25%置換&炭カル0.5%，25%



41施設空調型ナメコ高速栽培におけるスギおが粉の利用（清水）

る。ただし，スギおが粉はおが粉に加工してすぐには使
用できず，スギおが粉を野積みするための保管場所が必
要である。
　炭カルを添加しなかった試験1において，スギおが粉
培地のうち80%置換以外は，培地基材の全量をコナラお
が粉で構成した0%置換よりも約3 ～ 12 g収量が有意に
多く（表-8），また，子実体個数は約-8 ～ 8個の差（表-3，
9）に過ぎなかった。したがって，炭カルを添加しない
場合においては，スギおが粉培地は，0%置換よりもナメ
コ菌床栽培に有効であることが示唆された。針葉樹おが
粉を使用する場合，培地への混入率を20%以下に止めな
いと発生量は低下する（小出 1992）とされるが，本研
究はそれと異なる結果になった。収量が増加した理由と
して，培地pHが0%置換よりもスギおが粉培地のほうが
ナメコ菌糸に適していたことが影響した可能性がある。
一般的に糸状菌の繁殖に好適な培地pHは4 ～ 6の範囲

（小出 1992）とされており，ナメコでは4.6 ～ 6.0が好適（庄
司 2022）で5.6が最適（小出 1992；庄司 2022）とされる。
本研究における0%置換の培地pHは試験1が5.081，試験2
が4.939と5.6より値が小さく，スギおが粉培地のpHは試
験1，2ともに置換率が大きくなるほど5.6に近い値だった

（表-1）。一方で，試験1において培地pHが5.6に最も近い
値だった80%置換では収量および子実体個数が有意に
減少した（表-8）。本研究において，コナラおが粉に対
するスギおが粉の置換率が増加するにつれ，瓶詰め機に
よる培地成形時に培地が崩れやすかった。特に，80%置
換では接種孔が崩れた供試ビンが散見され，このことが
接種後のナメコ菌糸体の成長を阻害し，収量および子実
体個数の減少につながった可能性がある。
　炭カル添加の効果検証を行った試験2の結果，炭カル
を添加し，培地基材の全量をコナラおが粉で構成した
0%置換&炭カルおよび炭カルを添加したスギおが粉培
地いずれにおいても炭カルを添加しなかった試験培地よ
り収量および子実体個数は増加し（表-4），GLM解析に
おいては，炭カル添加により収量は1.41倍，子実体個数
は1.23倍増加すると推定された（表-10，11）。ナメコ菌床
栽培で消石灰などを培地に混入すると発生量が増加す
るとされるが，この効果はおが粉の樹種により異なり，
コナラ，ミズナラなどのおが粉では有効（庄司 1982）と
される。本研究においては，培地基材の全量をコナラお
が粉で構成した培地に限らず，スギおが粉培地において
も炭カル添加による増収効果が確認されたことから，ス
ギは少なくともコナラおが粉と混合した場合，pH調整剤

置換&炭カル0.7%，25%置換&炭カル1.0%，70%置換&
炭カル0.3%，70%置換&炭カル0.5%，70%置換&炭カル
1.0%は0%置換&炭カルに対して収量に有意な負の効果
があった。
　試験5における1供試ビンあたりの収量を応答変数とし
たGLM解析の結果（表-14），0%置換&炭カルに対して
収量に有意な正の効果があった実験群はなかった。一方
で，25%置換&炭カル0.3%，25%置換&炭カル0.5%，25%
置換&炭カル0.7%，25%置換&炭カル1.0%，70%置換&
炭カル0.3%，70%置換&炭カル0.5%，70%置換&炭カル
1.0%は0%置換&炭カルに対して収量に有意な負の効果
があった。

Ⅳ．考 察
　本研究では，施設空調型ナメコ高速栽培における培
地基材としてのスギおが粉の利用可能性を検証するた
め，コナラおが粉に対するスギおが粉の置換率，炭酸カ
ルシウムの添加，および特ふすま混合割合増加の効果検
証を栽培試験により行った。栽培試験の結果，スギおが
粉を混合した培地（以下，スギおが粉培地）において，
生産現場において一般的と考えられる0%置換&炭カル
より，明確に増収した培地はなかった。しかし，試験培
地2において，20%置換&炭カルの収量は0%置換&炭カ
ルより劣ったが，その差は約6 g（表-4）に過ぎなかった
こと，また，試験3 ～ 5において，スギおが粉の置換率
が25%の培地の収量は0%置換&炭カルとの差がほとんど
ゼロ（表-12），あるいは約5 ～ 10 g（表-12 ～ 14）に過
ぎなかったことから，コナラおが粉を培地基材とした施
設空調型ナメコ高速栽培において，スギおが粉はコナラ
おが粉の25%（乾燥，容積率）まで置換できることが示
唆された。ナメコの経営指標によると，コナラなどの広
葉樹おが粉の1 m3あたり単価は7,500円で，年間1万本の
800 mLビンで栽培すると9 m3の広葉樹おが粉を使用す
るため，年間の広葉樹おが粉の費用は67,500円となる（木
村 2022）。一方で，針葉樹おが粉1 m3あたりの単価は4,500
円（芳川 2022）と広葉樹おが粉よりも安い。本研究に
おける試験2 ～ 5の結果より，コナラおが粉の容積25%
をスギおが粉で置換できると仮定すると，年間2.25 m3（9 
m3の25%）のコナラおが粉をスギおが粉で置換でき，お
が粉の資材費を年間1万本の800 mLビンで栽培すると年
間6,750円 {67,500円－50,625円（7,500円/m3×6.75 m3）－
10,125円（4,500円/m3×2.25 m3）} 削減できると試算され



42 新潟県森林研究所研究報告 No.66（2026）

による増収効果が期待できる樹種であると考えられた。
一方で，GLM解析の結果，収量および子実体個数ともに，
スギおが粉の置換率と炭カル添加の交互作用は負の値
と推定され（表-10，11），また，置換率が増加するほど
その値は大きくなったことから，炭カル添加の効果はス
ギおが粉の置換率が増えるほど低下することが示唆され
た。これは，置換率が増加するにつれ，培地pHがナメ
コにとって好適な4.6 ～ 6.0から離れた（表-1）ことが影
響したと考えられた。
　一方で，炭カル添加量を変化させた試験3，4，および
5において，添加量の増減による増収効果は確認できな
かった（表-12 ～ 14）。本研究では，添加材に炭カルを
使用したが，消石灰など他の添加材の添加量を増減さ
せることで，増収するかどうかは今後の課題としたい。
　本研究では，栄養材として特ふすまを培地に混合した。
白色腐朽菌による木材腐朽は培地あるいは木材中に炭
素源を添加すると促進される（例えば，松岡 1977）。また，
寺嶋（2010）は，ヒラタケ（Pleurotus ostreatus），シロ
アミタケ属（Trametes）の一種，ヒイロタケ（Pycnoporus 
coccineus）を使用したスギ木粉培地のリグニン減少率
を調べ，ふすまの添加によりリグニン減少率が高くなっ
たことから，針葉樹材の分解は炭素源の添加により促進
されることを確認した。このことから，本研究においては，
培地に特ふすまなどの栄養材を添加することでリグニン
分解が促進されたため，ナメコ栽培に不適なスギおが粉
であっても培地基材の代替資材として利用できたと示唆
された。一方で，試験3において特ふすまの混合割合を
増加させた培地における収量は，培地基材がコナラおが
粉から構成された培地では増収せず，特に，スギおが粉
を混合した培地においては減収した（表-5，12）。このこ
とから，特ふすまなどの炭素源の添加によるスギおが粉
の分解促進効果は一定量で頭打ちもしくは減少する可
能性が示唆された。
　先行研究において，スギおが粉の混合量が増加する
と生育日数が延長する（本間・篠田 1984）場合があった。
本研究においては，炭カルを添加しない場合，スギおが
粉の置換率が増加すると約0.5 ～ 1.0日延長した（表-3，4）
が，スギおが粉培地に炭カルを添加することで，0%置
換&炭カルと同等の生育日数で栽培することができた

（表-4，5）。このことから，スギおが粉を混合した培地に
おいて，炭カルは生育日数を短縮する効果があることが
示唆された。
　白色腐朽菌にとって，スギおが粉などの針葉樹おが粉

が広葉樹おが粉よりも分解しにくい理由としては，針葉
樹と広葉樹ではリグニンの化学構造に相違があり，針葉
樹リグニン（グアイアシルリグニン）は広葉樹に多いシ
リンギルリグニンより微生物分解を受けにくい（例えば，
高橋 1989）ためである。ナメコと同様に，針葉樹おが
粉を栽培に使用することが不適なシイタケ（Lentinula 
edodes）において，コナラおが粉とスギおが粉をそれぞ
れ使用して菌床栽培した結果，培養完了時のリグニン減
少率はコナラよりもスギおが粉で劣った（山内ら 2010）
と報告されている。このことから，本研究のナメコ菌床
栽培においてもコナラおが粉よりスギおが粉のリグニン
分解は劣り，また，短い培養期間ではナメコによるスギ
おが粉の分解が進んでおらず，十分に資化できていない
可能性がある。このため，培養期間を延長することで増
収するか検証し，資材費あたりの収量性が高い，スギお
が粉を利用したナメコ菌床栽培を検討することが望まし
い。

　開示すべき利益相反はない。
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表-2. 栽培試験の栽培条件

表-3. 試験1における各試験培地のナメコ子実体の収量，生育日数および子実体個数

試験培地の%は，培地基材のコナラおが粉に対するスギおが粉の置換率（乾燥，容積率）を示す。
0%置換（対照群）のサンプルサイズ（n）が31（表中央上部）であるのは，生育室上方からの水滴が浸水した1
本をデータから除外したためである。
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表-4. 試験2における各試験培地のナメコ子実体の収量，生育日数および子実体個数

試験培地の「%」は，培地基材のコナラおが粉に対するスギおが粉の置換率（乾燥，容積率）を示す。
試験培地の「&炭カル」は，培地に炭酸カルシウムを添加したことを示す。
40%置換&炭カルのサンプルサイズ（n）が16（表中央下部）であるのは，他の供試ビンよりも栽培ビンの口径が
小さかった16本をデータから除外したためである。

表-5. �試験3における各試験培地のナメコ子実体の収
量および生育日数

試験培地の「%」は，培地基材のコナラおが粉に対するス
ギおが粉の置換率（乾燥，容積率）を示す。
試験培地の「&炭カル」は，培地に炭酸カルシウムを添加
したことを示す。
試験培地の「&炭カル増」は，「&炭カル」よりも添加し
た炭酸カルシウムを増量したことを示す。
試験培地の「特ふすま割合増」は，培地の特ふすまを増量
し，培地基材を減量することで，培地に含まれる特ふすま
の割合を増加させたことを示す。

表-6. �試験4における各試験培地のナメコ子実体の収
量および生育日数

試験培地の「%」は，培地基材のコナラおが粉に対するス
ギおが粉の置換率（乾燥，容積率）を示す。
試験培地の「&炭カルy%」は，培地に炭酸カルシウムを対
照群の培地資材における乾燥質量y%添加したことを示す。

表-7. �試験5における各試験培地のナメコ子実体の収
量および生育日数

試験培地の「%」は，培地基材のコナラおが粉に対するス
ギおが粉の置換率（乾燥，容積率）を示す。
試験培地の「&炭カルy%」は，培地に炭酸カルシウムを対
照群の培地資材における乾燥質量y%添加したことを示す。

表-8. �試験1におけるナメコ子実体の収量を応答変数
としたGLMの結果

単位はg。
試験培地の%は，培地基材のコナラおが粉に対するスギお
が粉の置換率（乾燥，容積率）を示す。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかった
ことを示す。
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表-9. �試験1におけるナメコ子実体個数を応答変数と
したGLMの結果

単位は個。
試験培地の%は，培地基材のコナラおが粉に対するスギお
が粉の置換率（乾燥，容積率）を示す。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかったこ
とを示す。

表-10. 試験2におけるナメコ子実体の収量を応答変数としたGLMの結果

単位はg。
置換率は，培地基材のコナラおが粉に対するスギおが粉の乾燥容積率を示す。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかったことを示す。

表-11. 試験2におけるナメコ子実体個数を応答変数としたGLMの結果

単位は個。
置換率は，培地基材のコナラおが粉に対するスギおが粉の乾燥容積率を示す。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかったことを示す。
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表-12. 試験3におけるナメコ子実体の収量を応答変数としたGLMの結果

単位はg。
試験培地の「%」は，培地基材のコナラおが粉に対するスギおが粉の置換率（乾燥，容積率）を
示す。
試験培地の「&炭カル」は，培地に炭酸カルシウムを添加したことを示す。
試験培地の「&炭カル増」は，「&炭カル」よりも添加した炭酸カルシウムを増量したことを示
す。
試験培地の「特ふすま割合増」は，培地の特ふすまを増量し，培地基材を減量することで，培地
に含まれる特ふすまの割合を増加させたことを示す。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかったことを示す。

表-13. 試験4におけるナメコ子実体の収量を応答変数としたGLMの結果

単位はg。
試験培地の「%」は，培地基材のコナラおが粉に対するスギおが粉の置換率（乾
燥，容積率）を示す。
試験培地の「&炭カルy%」は，培地に炭酸カルシウムを対照群の培地資材における
乾燥質量y%添加したことを示す。
*が付いた説明変数は，95%信用区間にゼロを含まなかったことを示す。
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写真-1. 試験1における各試験培地のナメコ子実体 写真-2. 試験2における各試験培地のナメコ子実体

写真-3. 試験3における各試験培地のナメコ子実体 写真-4. 試験4における各試験培地のナメコ子実体
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写真-5. 試験5における各試験培地のナメコ子実体
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1新潟県森林研究所（〒958-0264　新潟県村上市鵜渡路2249-5）

コナラおが粉を培地基材としたナメコ菌床栽培における
コーンコブミール培地のエノキタケ廃菌床による培地基材置換率の検証

清水達哉1・島津桃子1

　ナメコ菌床栽培におけるコーンコブミール培地のエノキタケ廃菌床（以下廃菌床）による培地基材置換率の検証を2つ
の栽培試験で行った。一つ目はコナラおが粉が培地基材の培地を対照群，培地基材を廃菌床により6通りの置換率で置
換した培地を実験群とした。二つ目は，一つ目と同様の対照群と，対照群に炭酸カルシウム（以下炭カル）を1供試ビン
あたり約2 g添加したもの，そして，培地基材を廃菌床により5通りの置換率で置換し，炭カルを1供試ビンあたり約2 g添
加したものを実験群とした。栽培試験の結果，対照群と比較し，置換率10，20%では大幅に収量が増収した。一方で，
置換率55，75%では大幅に減収し，75%では収穫に至らないものが多数存在した。また廃菌床で置換した実験群におけ
る炭カルの添加による効果は一定でなかった。
� （関東森林研究 76：169-172）

【抄報】
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スギおが粉エノキタケ菌床栽培におけるナメコ廃菌床の利用

清水達哉1

　スギおが粉を培地基材としたエノキタケ菌床栽培において，ナメコ廃菌床が培地基材の置換材として利用可能かを二
つの栽培試験で検証した。一つ目は，培地基材の全量をスギおが粉とした対照群（以下0%置換），培地基材のスギおが
粉の容積率10，20，30，50，70，および100%をナメコ廃菌床で置換した培地を実験群とした。二つ目は，一つ目の実験
群に炭酸カルシウムを1供試ビン当たり0.95 g添加した培地を実験群とした。その結果，0%置換に対して有意に子実体の
収量が増えた実験群はなかったが，0%置換とほとんどの実験群との収量の差は10 g程度だった。また生育日数はどの実
験群も0%置換と明確な差異はみられなかった。したがって，ナメコ廃菌床はエノキタケ菌床栽培において培地基材の置
換材として利用できると思われた。
� （日林誌 107：123-127）

【抄報】
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ナメコ菌床栽培におけるナメコ廃菌床の利用

清水達哉1

　コナラおが粉を培地基材としたナメコ菌床栽培において，ナメコ廃菌床が培地基材の置換材として利用可能かを二つ
の栽培試験で検証した。一つ目は，培地基材の全量をコナラおが粉とした対照群（以下0%置換），コナラおが粉（乾燥）
の容積率10，20，30，50，70，および100%をナメコ廃菌床（乾燥）で置換した培地を実験群とした試験培地を設定した。
二つ目は，一つ目の栽培試験同様に0%置換を対照群，一つ目の試験培地に炭酸カルシウムを1供試ビンあたり乾燥質量2.03 
g添加したものを実験群とした試験培地を設定した。栽培試験の結果，一つ目の栽培試験では約25 ～ 50%，二つ目では
約40 ～ 50%，0%置換よりも培地基材をナメコ廃菌床で置換した実験群の収量が増加し，二つの栽培試験ともに生育日
数は約1日短縮された。したがって，ナメコ廃菌床はコナラおが粉よりもナメコ菌床栽培の培地基材に適しており，置換
材として有効に利用できると考えられた。
� （日林誌 107：225-230）

【抄報】
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出荷適正サイズ維持のためのブナ苗木の成長抑制

田中樹己1・塚原雅美1・伊藤幸介2

　結実の豊凶があり，毎年播種できないブナ（Fagus crenata）の苗木を安定的に供給するために，苗畑で成長を抑制
し出荷適正サイズを長期間維持する方法を検討した。新潟県十日町市の苗畑において，1年生時の子葉展開直後に追肥
する区画（追肥区）と追肥しない区画（無追肥区）を設置して5年間ブナを育苗し，苗長および地際直径に及ぼす追肥
の影響を検証した結果，無追肥区では追肥区と比較して1から5年生時の苗長および地際直径が抑制された。出荷適正サ
イズ苗の割合は，3から5年生時の無追肥区で追肥区より高かった。生存率は，無追肥区でも大幅な低下はみられなかった。
形状比は，2から5年生時まで無追肥区で追肥区より低く，無追肥区でも苗木の品質は維持されていると考えられた。以
上より，追肥をしないことでブナ苗木の成長を抑制でき，苗畑でブナの豊凶周期を最低限カバーする5年間，出荷適正サ
イズおよび品質を維持できる可能性が示唆された。
� （日林誌 107：231-236）

【抄報】
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